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第１ 請求 

１ 主位的請求  

⑴ 被告コベルコパワー神戸第二に対する請求 

被告コベルコパワー神戸第二は、新設発電所を建設してはならない 

⑵ 被告神戸製鋼及び被告コベルコパワー神戸第二に対する請求 

被告神戸製鋼及びコベルコパワー神戸第二は、新設発電所を稼働してはなら

ない 

⑶ 被告関西電力に対する請求  

被告関西電力は、被告神戸製鋼および被告コベルコパワー神戸第二に対し、

新設発電所の発電の指示をしてはならない 

２ 予備的請求  

⑴ 被告神戸製鋼及び被告コベルコパワー神戸第二に対する予備的請求  

被告神戸製鋼及び被告コベルコパワー神戸第二は、別紙１の「期間」に記載

の各期間に、新設発電所を稼働させ石炭を燃焼させることにより、新設発電所

から、別紙１の「二酸化炭素排出量」に記載の量を超えて、大気中に二酸化炭

素を排出してはならない 

  （上記は、前記主位的請求⑵に係る予備的請求である。） 

⑵ 被告関西電力に対する予備的請求 

被告関西電力は、新設発電所に同発電所から排出される排ガス中から二酸 

化炭素（ＣＯ２）を回収・貯留する設備が設置されていないときは、被告神戸

製鋼および被告コベルコパワー神戸第二に対し、別紙１の「期間」に記載の各

期間に、新設発電所について、別紙１の「発電通告量」に記載の量を超えて、

発電量の通告をしてはならない 

  （上記は、前記主位的請求⑶に係る予備的請求である。） 
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第２ 請求の前提となる権利、差止請求権の発生根拠 

１ 伝統的人格権 

⑴ 人格権、特に生命・身体に関する人格権 

人格権とは「人間の尊厳に由来し、人格の自由な展開および個人の自律的決

定の保護を目的とするとともに、個人の私的領域の平穏に対する保護を目的と

する権利である。」（潮見佳男「不法行為法Ⅰ」（第２版）１９４頁・甲Ａ６１）。

このような人格権からは、生命・身体・健康・自由・名誉・プライバシーなど

に関する多様な権利が派生する。 

その中でも特に生命・健康に関して、大阪空港事件控訴審判決（大阪高判昭

和５０年１１月２７日判時７９７号３６頁）は、「およそ、個人の生命・身体の

安全、精神的自由は、人間の存在に最も基本的なことがらであつて、法律上絶

対的に保護されるべきものであることは疑いがな」く、「個人の生命、身体、精

神および生活に関する利益は、各人の人格に本質的なものであつて、その総体

を人格権ということができ、このような人格権は何人もみだりにこれを侵害す

ることは許されず、その侵害に対してはこれを排除する権能が認められなけれ

ばならない。」としている（他に神戸地判平成１２年１月３１日判時 1７２６号

２０頁、名古屋地判平成１２年１１月２７日判時１７４６号３頁。さらに最判

平成７年７月７日民集４９巻７号２５９９頁（国道４３号線訴訟）も、人格権

が差止訴訟の根拠となりうることを認めた大阪高判平４年２月２０日判時１４

１５号３頁の立場を黙示的に是認している）。人格権に基づく妨害排除請求と

いう効果に対する要件としては、①人格権の保有、②人格権、特に生命・健康

に対する侵害または侵害の蓋然性ないし具体的危険（※被告は否認している）、

③（受忍限度を超える）違法性（※被告は争っている）が挙げられ、本件では

②③が主たる争点である。 

⑵ 人格権侵害の蓋然性（具体的危険）について 

②の人格権侵害の蓋然性（具体的危険）については、一般に、被害発生の高
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度の蓋然性があること、あるいは人格的被害が現実化することが差し迫ってい

ることを意味する。 

しかし、第１に、加害行為と損害発生との事実的因果関係において、時間的

切迫性は必要条件ではない。継続的な加害行為（石炭燃焼による大量のＣＯ２

排出の長期継続）による漸進的被害については、加害行為（大量排出行為）が

大気内でのＣＯ２濃度の上昇に寄与することは疑いがなく、そのことを通じて

気候変動の状況が確実に悪化し、すでに現実化している原告らの気候変動によ

る被害がさらに漸進的に着実に現実化し、悪化していく。これは急性疾患に対

比される慢性疾患に例えることができる。このような場合も、排出行為後はも

はや加害行為による因果の流れを止めることができない以上、被害発生の切迫

性が認められる（オランダ最高裁判決、甲Ｃク－１、２を参照）。 

気候変動における被害は、意図的なＣＯ２の排出行為によるＣＯ２の空間的・

時間的累積により、長期にわたる着実な被害の発生、累積、多発化、巨大化が

進むという特徴をもつ。長期的・継続的に深刻化する蓄積型被害があるとき、

その被害を回避する合理的な方法は、できるだけ早い段階において原因行為を

除去ないし抑制することである。対策の実施のために、被害の累積や顕著な悪

化を待つ必要性はなく、また待つべきではない。特に、ティッピングポイント

と言われるドミノ倒し的な不可逆的な被害（たとえば、グリーンランドや南極

の大陸上の氷の大量融解など）の連鎖の発生時点を超えてから排出を抑制して

ももはや取返しはつかない。ティッピングポイントという不確実であるけれど

も破局的な局面に向かってＣＯ２の大気中濃度は上昇を続けており、それを原

因として気候変動はすでに大規模にかつ確実に被害が広がっている状況にある

のだから、化石資源を燃焼させてのＣＯ２の長期・大量排出行為と予期される

被害との間に切迫性が肯定されるべきである。 

また、第２に、原告らは、ＣＯ２大量排出の加害行為については、被告神戸

製鋼らの本件石炭火力発電所からの排出という単独の侵害行為と、ほぼ同時期
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に稼働を始めた国内の大型火力発電所からの排出を加えた集団的排出という共

同排出の侵害行為の双方について、差止の前提となる行為として主張している。

したがって、前者だけでももちろん具体的危険性が肯定されるべきであるが、

後者も考慮すれば、加害と損害発生の具体的危険はより明確に肯定されるべき

である。 

第３に、排出行為と生命・健康に関する被害発生の蓋然性の立証責任につい

て、原告らの立証負担の軽減が認められるべきである。この立証責任は、終局

的には原告らが負うが、原告らが排出行為によって原告らの生命・健康に関す

る被害発生の相当程度の可能性があることを立証した場合、被害発生の蓋然性

が事実上推定され、被告らにおいて、自らの排出行為による被害発生の蓋然性

がないこと、あるいは共同排出による被害発生について被告らの寄与が無いか

著しく小さいことを立証（反証）すべきである。これは、環境に対する重大な

負荷をかけているのは被告側であるとともに（公害対策や被害回復は汚染原因

者が行うことが公平で効率的だとする原因者負担の原則からの帰結）、排出や

排出抑制に関する情報（技術、予算、計画を含む）を被告側が有しているから

である（証拠への距離、衡平性）。 

また、本件で被告神戸製鋼らは、年間約６９２万トンものＣＯ２を、新設発

電所で化石燃料である石炭を燃焼させて排出し続けることを認めている。また、

新設発電所と同規模程度の、全国１３か所の新規ないしリプレイスによる石炭

火力発電所から、年間合計５０００万トンを下らない量のＣＯ２を、これらの

発電所における石炭の燃焼によって排出し続けることを被告らは知っている。

化石燃料によるＣＯ２が大気中のＣＯ２濃度の上昇に寄与することは明らかで

あるから、被告らにおいて、その排出によっても、気候変動に何ら影響を与え

ないか、無視しうる程度の寄与しかないこと（ひいて原告らの生命・身体に実

質的に何ら影響を与えないこと）を立証（反証）すべきである。 

⑶ 受忍限度を超える違法性 



- 10 - 

生命・健康に対する侵害や侵害の具体的危険については、それを被害者にお

いて受忍する義務はなく、原則として違法である。 

したがって、ＰＭ２．５という有害物質による原告らの生命・健康の侵害ま

たは侵害の蓋然性があれば、③違法性の要件は満たされる。 

ＣＯ２についても、それが原告らの生命・健康に対する具体的危険である以

上、受忍限度論は適用されないのが原則的な考え方である。しかし、以下の理

由によって、原告は、差止のための（強度の）違法性の根拠として、ＣＯ２に

ついては受忍限度を超える違法な排出があることを主張する。 

第１に、ＣＯ２の場合、それが原告らに到達したとしても、ただちに生命・

身体に対する被害が生じ、または生じる高度の蓋然性がもたらされるのではな

い。また、逆に、原告らに直接到達せずに大気中に拡散したからといって原告

らに被害をもたらさないのではなく、まさに、そのことによって大気中のＣＯ

２濃度が上昇して、一定の時間的経過の中で原告らに被害をもたらす。ＣＯ２

については、排出⇒到達という有害物質の曝露モデル（直接的な侵襲モデル）

は妥当しない。 

第２に、ＣＯ２は、人が生活し、産業活動を展開するうえで誰もが大なり小

なり必ず排出するものである（ただし生態系内で、炭素を含む食べ物の体内消

費を通じて呼気を通じてＣＯ２を排出する行為は、生態系を通じた大気内での

炭素循環が行われているだけであって、違法性の問題は生じない。抑止対象と

なるのは、何億年もかけて蓄積された太陽エネルギーが化体した化石資源を掘

削し、燃焼させて大量にＣＯ２を大気に放出する人為的な行為である）。その中

で、気候変動のこれ以上の悪化の抑止という世界中の共通目標（法的な目標で

もある）との関係で、特に優先的に抑止されるべき類型の行為が社会通念上、

（強い）違法と評価されるのである。 

そこで原告らは、差止対象となるＣＯ２の排出については、被告らの排出行

為が他の排出主体による排出と異なり、社会通念上、受忍限度を超え、特に（差
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止を正当化するだけの強度の）違法と評価できると主張する。すなわち、（ア）

被侵害利益の性質、（イ）加害行為の主観的・客観的態様、（ウ）加害と被害の

彼此相補性、（エ）加害行為の公共性・公益性、（オ）加害行為の代替策の可能

性や被害防止の努力の程度等を総合評価する場合、被告らのＣＯ２の排出行為

は、受忍限度を超え、違法である。 

⑷ 本件における伝統的人格権の侵害（概要） 

  ア ＰＭ２．５による人格権侵害 

本件では、ＰＭ２．５についての最新の疫学調査では、低濃度であっても

健康被害の発生が肯定されている。その結果、ＰＭ２．５については閾値が

ないとされている。また、新設発電所から排出され、あるいは大気中で二次

生成されるＰＭ２．５は原告ら周辺住民に到達することが予想されている。 

これらから、原告らのＰＭ２．５による曝露と健康障害の発生が事実上推

定される。にもかかわらず、被告神戸製鋼らは、ＰＭ２．５の原告らの居住

地域における拡散・到達の調査、予測、評価を行わない。 

したがって、ＰＭ２．５に関して、人格権に対する具体的危険が事実上推

定され、原告らの人格権侵害による差止請求が認められるべきである。 

  イ ＣＯ２排出による人格権侵害 

ＣＯ２については、すでに気候変動の激化は始まっており、原告らもその

影響を受けているところ、被告らのＣＯ２の長期大量の排出行為は、大気中

のＣＯ２濃度の上昇に確実に寄与し、気候変動の悪化を通して、原告らの生

命・健康に対する長期にわたる着実で漸進的な被害の現実化に寄与する。 

しかも、パリ協定のもと、日本政府自体が２０３０年ＣＯ２の４６％削減、

２０５０年ゼロエミッションを国家目標とし、被告らが環境影響評価におい

て国家目標との整合性を事業存続の前提としている以上、本件石炭火力発電

所によるＣＯ２の大量排出は社会通念上、受忍限度を超え違法である。 

したがって、ＣＯ２に関して、被告らの本件石炭火力発電所の建設・稼働
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によって、原告らの生命・健康に関する人格権侵害の具体的危険があるから、

人格権に基づく差止請求権が認められるべきである。 

２ 平穏生活権の権利性 

⑴ 平穏生活権の多様性 

伝統的人格権から派生した人格権として平穏生活権がある。 

人格権が個人の私的領域の平穏に対する保護を目的とする面があることから、

人格権の中から「私的生活領域の平穏」を守る権利としての平穏生活権が観念

される。判例でも、その内容として次のような権利に基づく損害賠償や差止の

法理が発展してきた（一般論ではこれを認めつつ当該事案では否定したものを

含む）。 

①プライバシー侵害から私生活の平穏を守る権利（東京地判平成１０年１１

月３０日判時１６８６号６９頁など）、②騒音被害から平穏で安全な生活を営

む権利（横田基地騒音被害に関する東京高判昭和６２年７月１５日判時１２４

５号３頁など）、③近隣における暴力団事務所としての建物利用によって生命、

身体の安全を侵されることなく、平穏な生活を営む権利（大阪高判平成５年３

月２５日判時１４６９号８７頁）、④廃棄物処分場から滲出する有害汚染物質

による飲料水の汚染等に関して、適切な質量の生活用水、一般通常人の感覚に

照らして飲用・生活用に供するのを適当とする水を確保する権利（仙台地決平

成４年２月２８日判時１４２９号１０９頁）、⑤遺伝子組み換え等バイオハザ

ードのある実験施設についての生活平穏権（水戸地土浦支判平成５年６月１５

日判時１４６７号３頁）、⑥葬儀場、火葬場などの嫌忌施設によって平穏な生活

権が侵害されない権利（最判平成２２年６月２９日判時２０８９号７４頁、原

審大阪高判平成２１年６月３０日、一審京都地判平成２０年９月１６日）、⑦原

子力発電所故による放射線被ばくのリスクに曝されない平穏生活権（前橋地判

平成２９年３月１７日判時２３３９号３頁など多数）、⑧建物解体に伴うアス

ベストに曝露されない平穏生活権（神戸地判平成３１年４月１６日(ＬＥＸＤ
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Ｂ ２５５６３０１２)などである。 

⑵ 健康リスク型平穏生活権の要件・効果 

これら多様な平穏生活権のうち、本件で問題とする平穏生活権は、生命・身

体・健康と結びついた平穏に関する権利としての平穏生活権である（「健康リス

ク型平穏生活権」ともいわれる。大塚直「平穏生活権概念の展開―福島原発事

故訴訟諸判決を題材として」・甲Ａ６２）。健康リスク型平穏生活権は、単なる

不安感や危惧感ではなく、生命、身体に対する侵害の危険が、一般通常人を基

準として深刻な危機感や不安感となって精神的平穏や平穏な生活を侵害してい

ると評価される場合に、人格権の一つとして差止請求権を認める近年発展して

きた権利である。 

差止要件としては、①施設の稼働によって排出されるガス（ＰＭ２．５やＣ

Ｏ２など）によって、不可逆的または深刻な生命・健康への侵害発生のリスク

が一定の集団に発生していること、②原告らがその集団に属していること、③

原告らが施設稼働によるリスクにさらされることで、日々生活上の不安・恐怖

感が生じており、それが一般通常人を基準としても平穏な生活を損なう不安・

恐怖感であること、を主張・立証すればよい。①に関しては、原告は生命、身

体に対する具体的危険（個別の生命、身体の侵害や特定の疾病発症の蓋然性）

まで主張立証する必要はないが、そのリスクを客観的に主張立証しなければな

らない。 

それに対して、被告は、④不合理なリスク（許容できないリスク）がないこ

と（逆にいえば許容できるリスクであること）について立証責任を負う（抗弁

として許容できるリスクについての評価根拠事実を主張立証する。）（大塚直「環

境民事差止訴訟の現代的課題」５４８頁以下）。それに対して、⑤原告は、再抗

弁として許容できるリスクであることについて評価障害事実を主張立証する。 

④でいう不合理なリスクとは、社会通念上、予防原則を踏まえて防止するこ

とが適切と考えられているリスクを言う（大塚直「不法行為・差止訴訟におけ
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る科学的不確実性（序説）」８２１頁参照）。 

①から④⑤すべてが争点となるが、リスクは個別の住民に高度の蓋然性をも

って疾病の発症をもたらすものではないから（そうであれば伝統的人格権の侵

害となる）、差止の要件を満たすうえで、①のリスクの客観的評価とともに、④

⑤のリスクの不合理性（規範的評価）が特に争いとなる。受忍限度における総

合判断と同様にそれは規範的な総合判断の対象である。口頭弁論終結時におけ

る当該行為が持つリスクに対する社会通念上の許容性を中心に、リスクをもた

らす行為の性質、リスクが現実化したときの被害の不可逆性・重大性、リスク

をもたらす行為の公共性や社会的有用性、立場の交換性（彼此相補性）、リスク

の（さらなる）低減のための対策の有無と程度などの考慮を行うべきである。 

その際、行為について行政の許認可等がある場合（公法基準の遵守）、その行

為が許可時点で公法的な適法性を有していたことは、私法上も許されたリスク

であることを裏づける一要素となりうることは否定しない。しかし、仮にそう

だとしても、そのことがただちに私法上の適法性を意味しないことは、過去の

公害判例での扱いと同じである（公害の判例においても、事業自体は公法的な

違法操業ではないとされ、公法私法二分論がとられてきた）。また、公法上の判

断基準時は、処分時であり、私法上の判断時は口頭弁論終結時という判断基準

時の違いがあるから、行為のリスク評価の基準も異なる。 

⑶ 伝統的な人格権と平穏生活権との保護法益と効果の違い～権利・利益の明確

性と固有性 

人格権侵害における保護法益は、個人の尊厳に基づく個別主体（被害者）の

生命・健康についての人格権である。人格権に基づく差止の侵害要件としての

「具体的危険」については、保護法益である人格権（生命・健康）に対する侵

害の切迫性や侵害が生じる高度の蓋然性がある場合を指し、それが差止の可否

を決する基準として機能する。そこでは具体的危険に及ばない抽象的危険は、

その危険レベルが相当程度に高い場合であったとしても、具体的危険と評価さ
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れなければ差止の要件を満たさない。 

他方、平穏生活権の保護法益は、潜在的被害者が有する、生命・身体に結び

付いた不合理なリスクに対する生活上の不安・恐怖という精神的人格権ないし

人格的利益である。すなわち、侵害者の行為を通じて、侵害者と被害者との間

にある生活環境が侵害者からの環境への負荷によって恒常的に悪化し、そのこ

とによって生じる生活上の不安・恐怖という精神的人格権を保護法益とする。 

保護法益の違いから、それに対する侵害要件も異なる。平穏生活権の侵害は、

生命・身体に対する具体的危険を必要条件としない。人為的に、不可逆または

深刻な損害が生じうる不合理なリスクが既に存在するか、施設の将来の稼働等

を通じてそのリスクが発生する高度の蓋然性があれば、平穏生活権の侵害ない

し侵害の高度の蓋然性があることとなり、差止の要件を満たす。 

このように平穏生活権による差止請求は、その侵害の事実または将来その侵

害が高度の蓋然性をもって予測される場合にのみ差止を認める点では、権利侵

害ないし権利侵害の蓋然性をもって差止を認める伝統的な枠組みを守っている。

しかし、加害行為から現実の被害発生という因果の流れの中で、被害発生ない

し被害現実化の具体的危険よりも前の段階における精神的人格権の侵害を認め

ることで、差止可能な因果関係の帰着点を前倒しする機能を有するものである。 

その機能は平穏生活権による差止の効果にも影響する。平穏生活権侵害による

差止の効果は、伝統的人格権侵害の場合と異なり、本質的に一時性（暫定性）

ないし条件性を有することにならざるを得ない。平穏生活権は単なる主観的な

危惧感・不安感ではなく、客観的なリスクに応じた通常一般人を基準とした精

神的人格権である。しかし、通常一般人を基準とするがゆえに、社会通念上許

容されるリスクについては通常一般人としても許容することが内包されている。

したがって、平穏生活権による差止については、リスクの性質と程度が十分に

解明されていない場合においては、必要な調査を尽くすまでの暫定的差止とな

る（大塚直「不法行為・差止訴訟における科学的不確実性（序説）」・甲６３の
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８２１頁）。また、客観的リスクが社会通念上の許容できるリスクを超えていた

としても、そのリスク削減への措置が予定されている場合には、社会的に許容

できるリスクのレベルまでの排出削減ないし曝露防止という条件付の差止とな

る。他方、伝統的人格権侵害は、生命・健康に対する切迫した侵害行為は、全

て終局的かつ永続的に差止められる。このように両者には、差止の効果の違い

がある。 

⑷ 人格権侵害の「具体的危険」と平穏生活権の「侵害」をもたらすリスクの性

質の違い～平穏生活権に対する侵害の客観性 

平穏生活権に関しては、その主観性ゆえに侵害の「客観性」が無い、あるい

は侵害の客観性が無いために濫訴を招きかねないと批判されている。 

しかし、平穏生活権に基づく差止めは、単に個別の保護主体に対する具体的

危険に及ばなかった抽象的リスクをそのまま平穏生活権に転用して差止を求め

ているのではないし、単なる主観的不安をもって侵害要件を満たすとしている

のでもない。 

たとえば、特定の個人に向けられた暴力行為が行われようとしているとき、

暴力行為が行われる具体的危険性までは無いにもかかわらず、「暴行されるか

もしれない」という主観的な不安がある場合になお平穏生活権の侵害として差

止を請求できるか、というと、それは否定される。当該潜在的被害者について

の暴力行使の高度の蓋然性がなく、その可能性があるだけであれば、人格権侵

害はもちろん、健康リスク型平穏生活権の侵害ともいえず差止は認められない。

平穏生活権侵害に結び付くリスクは、下記のとおり、一定の性質をもった特殊

なリスクでなければならない。 

健康リスク型平穏生活権において差止を認める原因事実となるリスクは、本

質的に、集団的・社会的リスクであって、疫学や統計学などの科学的手法によ

って検証される一定範囲の曝露集団に対して生じる科学的に有意なリスクであ

る。そこでは、科学的に一定の確率でその集団内の誰かに被害が現実化するこ
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とが数的に計算されているか、そこまで明確にシミュレーションされていなく

ても、専門的かつ客観的に同定できるリスクをいう。つまり集団的に見た場合

に、一定時間内に、集団を構成する誰かに一定の被害（エンドポイント）が現

実化することが科学的に予測されているリスクを指す。 

たとえばＰＭ２．５における今後の年次経過による早期死亡者の予測がそれ

にあたる（甲Ｂ２２の１、Ｂ２２の２）。ＣＯ２排出においては、ＩＰＣＣによ

る気候変動の予測は、大雨、暴風雨の激化、高温化、水面上昇等による人類に

対する集団的被害が確実に生じることを科学的に予測している（詳細は後述）。 

しかもその曝露集団が大きければ大きいほど、社会的・空間的に見た被害の

総量は巨大となり、またその侵害の影響が長期に及べば及ぶほど、時間的に見

た集団内で生じる累積的な被害は巨大となる。加えて、その被害の性質が社会

集団に対して不可逆的であればあるほど、そのリスクをもたらす行為はより影

響が小さい段階、つまりより早い段階でその程度に応じて抑止されるべきこと

になる。つまり、ここでのリスクはその個人だけに固有のリスクではなく、社

会的な集団リスクであることを特徴としている。社会的・集団的リスクは、そ

のリスクが被害として社会内で現実化することは、不確実性の中で一定の幅を

もちつつも予測されている。ただし、それがいつ、誰に現実化するかまで確定

することはできないというリスクである。かといって放置すれば社会的に誰か

に犠牲が生じるために、それを抑止・抑制する必要があるリスクなのである。

それに対して、上記で例としてあげた「その加害者と潜在的被害者との関係性

から、もしかしたら、加害者による暴行が実行されるかもしれないという不安」

では、そのリスク・蓋然性を集団的・科学的に把握することはできず、個別状

況的な事実判断に委ねるしかない。つまり、その人にとっても社会にとっても

被害の現実化自体が不明という性質のリスクなのである（集団的リスクとして

の客観性と個別リスクとしての不確実性の違い）。 

集団的なリスクの場合、集団の各構成員が共通して負っているリスクは、個々



- 18 - 

人に対する発生頻度（確率）は、具体的危険のレベル（たとえば８０％）を下

回るものの、構成員が形成する曝露集団全体の中においては、予測される発生

頻度に応じてリスクがハザードとして現実化し、誰かが現実の被害を受けると

いうことが客観的に予測されている。そのリスクを社会的に許容できるかどう

かが違法性の問題である。社会的に許容できない不合理なリスクは、違法と評

価され、平穏生活権との関係では、権利侵害の客観的根拠事実となり、事前に

抑止されなければならない。 

⑸ 平穏生活権の権利主体の明確性・権利としての個別性 

平穏生活権については、１９７０年代に主張された環境権との対比によって、

権利主体の拡散による権利の帰属対象主体の不明確性があると批判される。ま

た、主張される権利自体の個別性（公益との区別）も問題とされている。 

権利の帰属主体については、問題となっている環境リスクの曝露集団に属す

る個々人が権利主体である。曝露集団が（４）で述べたように、その集団内に

おいてハザードが現実化する客観的なリスクを負っているとき、その構成員は、

そのハザードを負う者になりうる生命・健康リスクを有意なレベルで客観的に

負っており、そのことに基づき、通常一般人を基準とした生命・健康に直結し

た不安という重大な人格的利益が侵害されているのである。曝露集団の特定と

その集団内で構成員が負うリスクの評価を行うことは科学的に可能である（権

利主体の明確性）。 

その場合、その個人は、自分の命や健康を失う客観的可能性があるという意

味での「自らが負う個別のリスク」からの自由、自らが負うリスクの現実化の

早期抑止を主張しているのであり、集団の他の構成メンバーと共通する権利・

利益を主張していることは事実であるが、他人の権利・利益を直接に援用して

いるのではない。また、あくまでも、自己固有の精神的人格権または人格的利

益を主張しているのであって、集団内での被害者一般を無くす・減らすという

公衆衛生一般ないし公益の保護を直接に主張しているものではない（個別の権
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利・利益の主張）。 

この点に関して、曝露集団中でいつか誰かに被害が現実化するときは、被害

が現実化する者が、伝統的な人格権侵害の高度の蓋然性によって差止請求をす

ることが事前に認められるはずである。ところが、集団的な曝露とそれによる

確率的な被害の発症という場合、リスクの性質上、その被害者を事前（排出時

ないし曝露時）に特定することは不可能である。そのため、当該リスクを負う

集団に帰属する者であれば、リスクが顕在化して現実の被害を負う者と同じリ

スクを負っている者として、差止請求権を有すると解すべきである。ただし、

集団全体に対する共通するリスクの低減によって精神的人格権を保護すること

が平穏生活権による差止の目的であるから、前述したように、差止は一時的な

いし条件的なものとなりうる（人格権による差止との差異）。 

３ 清浄な空気のもとで持続的に健康で平穏に生活する権利 

原告らは、平穏生活権の一種として、清浄な大気のもとで持続的に健康で平穏

に生活する平穏生活権（略して健康平穏生活権）を有する。 

大気汚染物質、特にＰＭ２．５には、閾値がないとされており、低濃度曝露で

あったとしても、ぜん息などの呼吸器系疾患のみならず、循環器系疾患など命に

係わる重大な疾患にり患する確率を有意に上昇させる。したがって、ＰＭ２．５

に曝露して健康リスクを負うものは、大気汚染物質からの重大な健康リスクに曝

されないという平穏生活権を有する。 

本件では、ＰＭ２．５については閾値がないとされ、本件の新設火力発電所か

ら排出されあるいは大気中で二次生成されるＰＭ２．５は、原告ら周辺住民に到

達することが予想されている（甲Ｂ２１の１、Ｂ２１の２）。それを前提にした原

告らのＰＭ２．５についての拡散および健康被害予測調査では、本件新規発電所

周辺の住民らについては、ＰＭ２．５への曝露レベルが低濃度であっても、曝露

集団内における長期的な健康被害の発生が肯定されている（甲Ｂ２２の１、Ｂ２

２の２）。 
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すなわち、①被告神戸製鋼らが排出するＰＭ２．５は、周辺住民らに対して、

本件発電所から一次生成、二次生成されるＰＭ２．５曝露からの健康リスクを有

意に上昇させるものであること、②原告らは健康リスクを負う曝露集団に含まれ

ていること（なお、特に若者や年少者は今後の長期間の曝露を前提に相対的によ

り高いリスクを負っており、また高齢者はより脆弱な健康状態を基礎としてより

短期間の暴露であったとしてもやはり相対的に高い健康リスクを負っているこ

と）、③原告らは、ＰＭ２．５等の排ガスに含まれる有害大気汚染物質による、一

般通常人を基準としての強い健康不安を抱いていること、④被告らの排出行為は、

疫学的な評価や基準に照らしても不合理なリスクを原告らにもたらすことが認め

られるから、原告らの健康平穏生活権が侵害されている。 

しかし、被告神戸製鋼らは、ＰＭ２．５に関して一次生成される排出されるＰ

Ｍ２．５はもちろん、ばいじんやＳＯｘ、ＮＯｘの排出を前提とした二次生成さ

れるＰＭ２．５への住民の曝露と発症可能性についての調査（自社の既存の発電

所の運用と周辺のＰＭ２．５の実測値を使った調査が可能である）、予測（モデル

計算）、評価を行っていない。つまり、被告神戸製鋼らは、ＰＭ２．５について周

辺住民の長期曝露による集団的な健康リスクについて、十分な科学的根拠をもっ

てその健康リスクが社会的に許容されるリスク内に留まることについて調査、説

明を尽くしていないため、原告らの健康平穏生活権侵害の違法性を否定できない。 

そのため、ＰＭ２．５についての環境影響評価（二次生成を含めたＰＭ２．５

の拡散シミュレーションと周辺曝露人口に対する健康影響評価）が行われていな

い以上、原告の平穏生活権侵害を根拠として差止が認められるべきである。 

４ ＣＯ２に関する平穏生活権（安定気候享受権） 

原告が主張する安定気候享受権は、石炭燃焼に由来する大量のＣＯ２からの気

候変動とそれがもたらす原告らの生命・健康等への不可逆的な被害に晒される可

能性がある中で、日常生活においてより安定した気候を享受し、不安や恐怖のな

い生活を送る権利を意味する。その本質は平穏生活権であるから、以下、平穏生
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活権としての差止として概要を説明する（詳しくは後述）。 

具体的には、①被告神戸製鋼らが排出するＣＯ２は、長期的に世界の気候変動

の激化に有意に寄与して気候変動のリスクを高め、その結果、世界の市民の生命・

健康・財産への気候変動による権利侵害のリスクを高めること、②原告らはその

ような気候変動のリスクを負い、被告らが排出するＣＯ２によって上昇するＣＯ

２濃度に曝露される集団に含まれており、特に若年者や高齢者はより高いリスク

を負っていること、③原告らは、被告らのＣＯ２の大量・長期にわたる排出によ

る気候変動への寄与を通じて、生命・健康・財産へのリスクが高まることについ

て、一般通常人を基準として合理的な不安を抱いていること、⑤（再抗弁も併せ

て）被告らの排出行為は、パリ協定下の気候変動抑止のための国際的な秩序（そ

れに基づく国内秩序を含む）に反する不合理なものであること、などから、被告

の本件施設稼働によるＣＯ２排出行為は、原告らの有する平穏生活権の一種とし

ての安定気候享受権を侵害している。 

なお、人格権侵害において問題となった受忍限度論については、平穏生活権侵

害においては、権利侵害における不合理なリスクかどうかにおいてその要素が考

慮される。そのため、平穏生活権侵害においては、不合理なリスクと評価しうる

かどうかとは別に、改めて受忍限度について論じる意味は無い。 

（以上につき、準備書面（２）、（９）、（２３）を整理しつつ、修正・補充を行った）。 

 

第３ 大気汚染による権利侵害 

１ 概要 

ＰＭ２．５は、大気拡散モデルを用いることによって、原告らの居住地周辺へ

の到達を予測することができる（甲Ｂ２１の１、甲Ｂ２１の２）。また、ＰＭ２．

５による健康影響は、閾値がない低レベルでの曝露についても疫学的知見の蓄積

により十分に解明されている（甲Ｂ１～甲Ｂ５の２、甲Ｂ１１の１～甲Ｂ１８の

２、甲Ｂ２３）。 
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にもかかわらず、ＰＭ２．５そのものについて、被告神戸製鋼らは、新設発電

所からの拡散や健康影響について、調査、予測、評価を行っていないし、ＰＭ２．

５のデータそのものを用いた反論も行わない。 

かかる場合、原告らのＰＭ２．５への曝露による生命・健康の侵害という人格

権侵害の高度の蓋然性が事実上推定されるというべきである。 

仮に人格権侵害の具体的危険性が認められない場合としても、原告が提出した

大気拡散モデル及び疫学的知見から、新設火力発電所から排出されるＰＭ２．５

が原告らの健康被害を引き起こす危険性（リスク）が客観的に存在し、その危険

性は、社会生活上受忍すべき限度を超えるものであるから、原告らの平穏生活権

に基づく差止請求が認められるべきである。 

２ 新設発電所から排出されるＰＭ２．５の毒性と健康影響 

⑴ ＰＭ２．５は、疫学的知見から、短期曝露、長期曝露ともに健康影響がある

ことが判明している（甲Ｂ１～甲Ｂ５の２、甲Ｂ１１の１～甲Ｂ１８の２、甲

Ｂ２３）。具体的には、短期曝露は、死亡、循環器系への影響（虚血性変化、不

整脈、心拍変動等）、心室性不整脈、血栓リスク等を引き起こす（甲Ｂ１、甲Ｂ

３、甲Ｂ４、甲Ｂ２３）。長期曝露は、死亡、循環器系への影響、発がん、中枢

神経システムへの影響（脳の形態学的変化、認知力低下、認知症、自閉症スペ

クトラム障害）を生じさせる（甲Ｂ１、甲Ｂ５、甲Ｂ２３）。特に、小児（甲Ｂ

３）、高齢者及び呼吸器系・循環器系の疾患を有する者は、大気汚染による健康

影響を受やすい。 

⑵ ＰＭ２．５の疫学研究は、ＰＭ２．５に係る環境基準の告示日（平成２１年

９月９日）以降、急速に進展しているところ、ＰＭ２．５による健康影響は、

低濃度のＰＭ２．５に曝露した場合でも生じることが近時の研究から明らかに

なっている（甲Ｂ３、甲Ｂ２３）。長期曝露では、８µg/m3 前後の平均濃度であ

っても、死亡や疾病との有意な関係が認められている。短期曝露についても、

循環器や呼吸器の症状で緊急搬送されるリスクが８µg/m3前後の濃度で報告さ
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れている（甲Ｂ２３）。 

ＰＭ２．５の曝露量と健康との量反応関係は、線形で閾値がなく、微量の曝

露であっても、健康影響を引き起こし、曝露量に応じて健康被害が増幅するこ

とも判明している（甲Ｂ２３）。 

ＰＭ２．５による健康影響は、環境基準（１年平均値が １５µg/m3 以下で

あり、かつ、１日平均値が ３５µg/m3 以下であること）以下の曝露であって

も生じる。環境基準策定後、疫学研究の進展や諸外国での規制の進展があるに

もかかわらず見直しがされていないことは、「常に適切な科学的判断が加えら

れ、必要な改定がなされなければならない」ことを定めた環境基本法１６条３

項に環境基準が反した状態にある。必要な改訂が施されていないことは、他の

大気汚染物質の環境基準についても同様である。したがって、環境基準は、Ｐ

Ｍ２．５による健康影響を否定する基準ではない。 

３ 新設発電所からのＰＭ２．５の排出・原告らの居住地への到達 

⑴ 火力発電所の燃料の燃焼に伴い発生する排気ガスには、燃料の性状に応じて、

ばいじん、窒素酸化物（ＮＯｘ）、硫黄酸化物（ＳＯｘ）等の大気汚染物質が含

まれる。 

本件の新設発電所は、石炭の燃焼に伴い、ＰＭ２．５（一次生成粒子）を含

んだばいじんを排出する。また、本件新設火力発電所は、ＮＯｘ、ＳＯｘを排

出し、これらが大気中の光やオゾンと化学反応することにより、粒子化し、Ｐ

Ｍ２．５（二次生成粒子）が生成される。原告らが依頼したエネルギー・クリ

ーンエア研究センターの主席アナリスト作成の報告書（以下「報告書１」とい

う。甲Ｂ２１の１、２）は、二次硫酸塩粒子と硝酸塩粒子が全ＰＭ２．５の大

部分をつくることを示したものであり（同２・２０頁）、この二次生成の経路は、

本来、石炭火力発電所からのＰＭ２．５汚染の最も重要な寄与である（同２・

１４頁）。 

被告神戸製鋼ら作成にかかる補足説明資料（大気質関係３）（甲７・３頁）に
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よれば、既設発電所からは、ＳＯｘが４１０ｔ／年、ＮＯｘが７４５ｔ／年、

ばいじんが１１６ｔ／年が排出されているところ、これに加え本件新設火力発

電所からは、ＳＯｘが２８９ｔ／年、ＮＯｘが６０１ｔ／年、ばいじんが８０

ｔ／年が新たに排出されると試算されている（設備利用率８０％の場合）。ＳＯ

ｘやＮＯｘは、大気中で化学反応を起こしＰＭ２．５を二次生成することから、

二次生成まで考慮すれば、新設発電所の稼働により大量のＰＭ２．５が新たに

排出されることになる。 

⑵ 報告書１は、大気拡散モデルを活用し、新設発電所から排出される二次生成

粒子も含めたＰＭ２．５予測・評価を実施する。報告書１によれば、新設発電

所から排出されるＰＭ２．５は、原告らの居住地まで到達することが明らかで

ある。 

すなわち、報告書１は、環境影響評価書に記載された神戸市、芦屋市、西宮

市などのいずれの測定局においても、新設発電所の稼働に伴い、ＰＭ２．５濃

度が増加し、ＰＭ２．５が広範囲に拡散することが予測されるとする（甲Ｂ２

１の２・３２～４１頁）。新設発電所から北東に５～１５ｋｍ離れた場所が新設

発電所の稼働による大気質への影響を最も受けることが判明している（甲Ｂ２

１の２・１３頁）。神戸市内では、ＰＭ２．５の日平均値は、現状よりも最大４．

０９µg/m3、神戸市内全体の平均では最大１．２４µg/m3 増加する（甲Ｂ２１の

２・３４頁）。神戸市の年平均ＰＭ２．５濃度に対する神戸製鋼の寄与度は、新

設発電所が稼働した将来の場合には、現状から６０％増加する（甲Ｂ２１の２・

１３頁）。 

原告らは、神戸市、西宮市、芦屋市に居住しており、いずれも新設火力発電

所から排出されるＰＭ２．５が到達する地域に位置する。前記の通り、新設火

力発電所は、神戸市、芦屋市、西宮市までＰＭ２．５を拡散するのであるから、

新設火力発電所から排出されるＰＭ２．５は、原告らに到達するといえる。 

４ 原告らへの健康影響の推定 
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⑴ 健康影響予測調査の前提 

原告らが依頼したエネルギー・クリーンエア研究センターの主席アナリスト

作成の報告書（以下「報告書２」という。甲Ｂ２２の１、Ｂ２２の２）は、新

設発電所の稼働により生じるＰＭ２．５及びＮＯ２の拡散状況に基づき、住民

に対する健康影響を評価する。 

ＰＭ２．５には閾値は無いが、報告書２では、恒常的に曝露されても無害と

される閾値をあえて 5.8 ㎍/㎥と設定し、それを既に超える汚染レベルにさら

されている住民についてのみ、新設発電所からのＰＭ２．５への追加的曝露に

よる追加的発症人口（早期死亡者）を疫学的データに基づき計算した。 

このように報告書２は報告書１の曝露シミュレーションに基づき、日本にお

ける代表的疫学研究と同様の手法・データを用いつつ、低レベル曝露の影響に

ついては控え目な推定を行っているものである。 

⑵ 健康影響評価の結果 

報告書２によれば、新設発電所と既設分をあわせて、ＰＭ２．５とＮＯ２へ

の曝露により、将来、神戸市内では、９５％信頼区間：５－１５人の死亡（甲

Ｂ２２の２・１４頁表３）をもたらす可能性が高い。２０２３年の発電所稼働

から発電所稼働終了までの期間では、神戸市内で９５％信頼区間：９０－２４

２人の死亡（同・１５頁表４）を引き起こし、稼働開始から稼働終了までの期

間において、全体では９５％信頼区間：２１２４－５６８０人が増加すること

が予測されている。同報告書は、死亡を推計したものであるが、死亡に至らな

くともそのリスクを伴う疾病も、少なくとも死亡と同程度は発生することが推

測される。 

原告らは、いずれも新設火力発電所から排出されるＰＭ２．５が到達する地

域に居住するところ、報告書２に記載された健康被害が生じる曝露集団に含ま

れることから、ＰＭ２．５による健康被害を受ける危険性が存在する。そして、

前記疫学的知見によれば、ＰＭ２．５の曝露は、低濃度の曝露でも健康影響を
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生じ、量反応関係は線形で閾値がない。特に、原告らには、児童及び高齢者が

含まれており、ＰＭ２．５の健康影響を受けやすい。 

５ 被告らの主張に対する反論 

⑴ 被告神戸製鋼、コベルコパワー神戸第二は、ＰＭ２．５の生成機構や健康影

響などについて科学的に未解明な点が多く、ＰＭ２．５の予測手法も確立して

いないことから、原告らへのＰＭ２．５の到達、原告らの健康影響が受忍限度

を超えるものかを予測、評価することは不可能であり、違法性、因果関係の要

件を充足しないと主張する。 

しかし、前記疫学的知見の蓄積から、ＰＭ２．５の健康影響は解明されてい

ることから、ＰＭ２．５の生成機構や健康影響に科学的に未解明な点が多いと

の主張は根拠を欠く。また、米国では、２０１４年（平成２４年）以前から、

ＰＭ２．５の環境影響評価が実施されており（甲Ｂ２４）、近時は、政府が承認

した拡散モデルを利用した二次生成粒子を含むＰＭ２．５の予測・評価を行う

ことが義務付けられていること（甲Ｂ２０の１、甲Ｂ２０の２）、２０１２年（平

成２４年）３月、環境省が公表したＰＭ２．５に関する先行的な環境アセスメ

ントのための手法と課題（以下、「手法と課題」という）（甲Ｂ２４）では、環

境省が実施可能なＰＭ２．５の調査・予測・評価手法を公表していること、手

法と課題を取り入れた環境影響評価マニュアルを作成した地方自治体が存在す

ること（甲Ｂ２５）、本件新設発電所に係る環境影響評価手続以前に、日本国内

で、ＰＭ２．５の予測・評価を実施した事例が複数存在したこと（甲Ｂ２６、

甲Ｂ２７）、原告らが依頼した専門家が二次生成粒子を含むＰＭ２．５の予測・

評価を実施していること（甲Ｂ２１の１、Ｂ２１の２）などの事実から、一定

の信用性を有するＰＭ２．５の予測・評価を行うことは可能であり、ＰＭ２．

５の予測手法は確立していないとの主張は根拠を欠く。 

⑵ 被告神戸製鋼、コベルコパワー神戸第二は、ＰＭ２．５の原因物質であると

目されているＳＯ2、ＮＯ2及びＳＰＭバックグランド濃度と比較して新設発電
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所からの排出による大気汚染の影響が極めて小さいこと、神戸市との間で締結

した環境保全協定において、環境影響評価の予測値よりも厳しいＳＯｘ、ＮＯ

ｘ、ばいじんの排出量（年間総排出量、時間最大排出量）に関する協定値を遵守

する旨を約していることから、ＰＭ２．５の環境影響は極力抑制されており、

違法性、因果関係の要件を充足しないと主張する。 

しかし、被告らの主張は、いずれも根拠を欠くものであって、理由がない。 

ＰＭ２．５の有害性に加え、新設火力発電所付近の地域性に鑑みれば、その

リスクが社会的に許容できるレベルであることを立証できない限り、排出量の

多寡にかかわらず、被告らがＰＭ２．５を新規に排出することは許容されない。

すなわち、新設火力発電所の近隣地域は、多数の住民が居住し、学校・病院な

ど特に配慮が必要な施設が多数存在する。同地域は、大気汚染防止法、自動車

から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に

関する特別措置法、環境の保全と創造に関する条例に基づく特別な法規制がな

されるのみならず、公害防止計画が定められた現に公害が著しい地域（環境基

本法１７条）に位置する（甲Ａ２４の４の６）。加えて、新設発電所の近隣地域

は、ＰＭ２．５及び光化学オキシダントの環境基準も達成することができてい

ない（甲Ａ２４の４の２）。 

新設火力発電所が排出するＳＯ2、ＮＯ2及びＳＰＭによる影響は、極めて小

さいともいえない。ＳＯ2、ＮＯ2、ＳＰＭは、新設発電所の活動に伴い、いず

れも増加する。新設火力発電所は、３０年以上の長期間にわたって稼働するか

ら、排出の影響は長期累積的に観察し評価する必要がある。報告書１によれば、

本件評価書における予測に用いたモデルとは異なる大気拡散モデルを用いた場

合、二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊子状物質の地上濃度の年平均値（最大着

地濃度）が３．０倍～９．５倍となり、地形影響を予測した最大着地濃度が１．

３倍～４．３倍になると推算されており（甲Ｂ２１の２の１６頁の表５）、被告

らの推定を上回る排出が予測されている。被告らのモデルでは二次生成や地形
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が十分に考慮されず、過少評価されている可能性が十分にある（同１５頁）。 

ＳＯ2、ＮＯ2、ＳＰＭは、ＰＭ２．５の二次生成粒子の原因物質の一部に留

まること、ＰＭ２．５は他の大気汚染物質とは粒径、生成機構、発生源、科学

的・物理的・生物学的な性質が異なること、ＰＭ２．５は他の大気汚染物質は

別個の環境基準が設けられていることなどの事実から、他の大気汚染物質の排

出量をもってＰＭ２．５の環境影響が抑制されると評価することはできない。 

環境保全協定をもって、環境影響が抑制されるとも評価できない。環境保全

協定は、事業者と行政との二者間で締結される環境に関する紳士協定にすぎず、

法的拘束力を有しない。環境保全協定の履行を法的に強制するための仕組みも

存在しない。神戸市との間で締結された環境保全協定は、現状から比べて大気

汚染物質（硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん）の排出の増加を認めるものと

なっている（甲Ｂ２９）。環境保全協定は、旧協定値の製鉄部門排出量をあたか

も神戸製鋼の排出既得権のようにみなし、以前よりも排出量が増加するのであ

り、不断に環境保全を追求するという環境保全協定の趣旨にもとる。環境保全

協定では、ＰＭ２．５については何ら言及されていない。 

６ 権利の侵害 

⑴ 伝統的人格権の侵害 

  ア 大気汚染物質による人格権の侵害については、従前から認められてきてい

るとおり、被告の排出源からの汚染物質の排出及び原告らへのその到達、当

該汚染物質による健康被害の発症の高度の蓋然性があるとき、つまり排出行

為による原告らの身体・健康等に対する直接的な侵害がなされる具体的危険

があるときには、人格権の侵害があるものとして差止請求が認められる。 

イ 上述の通り、本件において、新設発電所からは、その稼働により相当量の

ＰＭ２．５が排出され、ないし生成され、これが大気中に飛散すること、こ

れらが近隣住民に対して到達することについては疑いがない。 

ウ それにもかかわらず、被告らは、ＰＭ２．５について、それが可能である
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にもかかわらずＰＭ２．５そのものの調査やデータを用いた反証活動は何ら

行っていない。すなわち、被告らは、ＰＭ２．５の原告ら居住地に対する到

達について、その計算を行う米国などで実用されているコンピュータソフト

が存在するにもかかわらず、シミュレーションを一切行わない。到達を前提

とした短期暴露や長期暴露による健康影響についても予測・評価を一切行っ

ていない。 

疫学的知見によっても、低濃度曝露であったとしても、原告らの生命が侵

害され、疾病を引き起こす可能性が示され、特に長期的な暴露のもとでの健

康障害の可能性が示されている。しかも、原告らには健康上の脆弱性を有す

る高齢者や児童が含まれている。 

このような場合、「新設発電所の稼働により排出・生成され、原告らが曝露

するＰＭ２．５によって原告らの個別的被害が生じること」については、事

実上の推定が働くというべきである。 

しかし、被告らは、これに対するＰＭ２．５のデータを用いた直接の反証

活動を行っていない。 

エ したがって、新設発電所から排出されるＰＭ２．５によって原告らの身体

的人格権の侵害が推定され、差止が認められるべきである。 

⑵ 健康平穏生活権の侵害 

ア 原告らは、新設発電所が排出するＰＭ２．５によって、自らの生命・健康

の侵害に対する合理的な危険感・不安感を有するに至っており、新設石炭火

力発電所が建設・稼働すると、原告らの平穏生活権が侵害される高度の蓋然

性がある。 

ＰＭ２．５は、量反応関係は、線形で閾値が存在しない特性を有する大気

汚染物質である。原告らは、被告らが排出し、あるいは大気中で排出ガスが

主たる原因となって二次生成されるＰＭ２．５に曝露するところ、集団レベ

ルでの疫学的因果関係において暴露による発症が有意なレベルで推定される
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場合、その集団に属する個人もまた科学的に有意な発症リスクを負っている

ことが事実上推定される。仮に、集団的因果関係において、個別的因果関係

を示す高度の蓋然性までは示されない場合であったとしても、被告の行為が

無い場合に比して有意に高い発症リスクが集団的に存し、それによる健康リ

スクが集団に属する個人にも推定され、かつ被告の行為によって高められた

発症リスクを負うことが社会通念上不合理と評価できる場合には、平穏生活

権の侵害が肯定される。 

イ 原告らが抱く健康被害の危機感・不安感の合理性 

新設火力発電所の近隣地域は、多数の住民が居住し、学校・病院など特に

配慮が必要な施設が多数存在する。同地域は、特別な法規制がなされ、公害

防止計画も定められている。近隣地域は、ＰＭ２．５及び光化学オキシダン

トの環境基準も達成することができていない（甲Ａ２４の４の２）。 

原告らは、新設発電所から排出されるＰＭ２．５の到達する神戸市、芦屋

市、西宮市に居住するところ、ＰＭ２．５の曝露集団に帰属する。原告らは、

新設火力発電所の存在を容認して居住を開始したわけではなく、後発的に建

設される新設発電所により、ＰＭ２．５の曝露集団に強制的に帰属させられ

ている。新設火力発電所から排出されるＰＭ２．５の曝露集団は、排出行為

がない場合に比して、有意に高い健康リスクが集団的に存しているのである

から、集団に帰属する原告らにも健康リスクが推定される。 

新設発電所は、３０年以上にわたって稼働するところ、原告らは、ＰＭ２．

５に累積的に曝露し、長期間にわたって健康リスクが上昇し続ける。 

以上から、原告らが抱く新設火力発電所から排出されるＰＭ２．５による

健康被害の危機感・不安感は、曝露集団が負う客観的リスクから生じており、

一般通常人を基準としても合理的である。 

ウ 原告らが健康リスクを負うことの不合理性 

原告らが被告らの行為によって高められた健康リスクを負うことは不合理
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である。すなわち、ＰＭ２．５は、閾値が存在せず、わずかな曝露であって

も健康影響を生じさせる物質であることから、新設発電所がＰＭ２．５を排

出し、これによって原告らに健康リスクを生じさせること自体が、不合理な

リスクである。また、被告らは、大気汚染物質の排出が少ない天然ガスなど

の代替手段を検討することなく、石炭を燃料種として意図的に選択し、原告

らに不合理な健康リスクを生じさせている。 

  エ 被告らの反証がなれさていないこと 

被告らは、大気拡散モデルを用いて、ＰＭ２．５の予測・評価を実施する

ことが可能であったにもかかわらず、ＰＭ２．５の予測・評価を行わない。

被告らは、疫学的知見によって、原告らの生命が侵害され、疾病を引き起こ

す可能性が示されているにもかかわらず、これに対する反証活動も行ってい

ない。ＳＰＭ等による推定はＰＭ２．５の二次生成も含めるとＰＭ２．５に

関する立証として代替できない。 

 オ 小括 

   よって、原告らは、新設発電所が排出するＰＭ２．５によって、自らの生

命・健康の侵害に対する合理的な危険感・不安感を有するに至っており、平

穏生活権が侵害される。 

⑶ 被告らの違法性に関する主張に対する反論 

被告神戸製鋼、コベルコパワー神戸第二は、仮に不安を保護法益とする権利

を認めうるとしても、行政法規等に違反しており、または公序良俗違反や権利

の濫用に該当し、環境汚染の態度や程度が特別顕著なものであるなど、当該態

様程度が社会的に容認された行為としての相当性を欠くといえる場合にのみ、

違法と評価される余地を認めうると主張する。 

しかし、被告神戸製鋼、コベルコパワー神戸第二は、国立マンション訴訟（最

高裁平成１８年３月３０日民集６０巻３号９４８頁）などを参考に、いわゆる

受忍限度論とは異なる前記規範を定立するにすぎない。同判例は、権利性が認
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められない景観利益が問題となったことから、権利と利益の法的保護の違いに

応じて、受忍限度論とは異なる違法性の判断枠組みを採用したにすぎない。本

件は、原告らの生命・身体という重要な権利と結びついた平穏生活権の侵害が

問題となることから、景観利益に係る同判例の射程が及ばない。 

よって、被告神戸製鋼、コベルコパワー神戸第二の主張は、採用することが

できない。なお、平穏生活権をめぐるリスクの不合理性に関しては、受忍限度

論と内容が重複するため、そこで再論する。 

 

第４ 温暖化による権利侵害 

１ 新設発電所からのＣＯ２排出量は莫大であること 

⑴ 新設発電所からの年間ＣＯ２排出量の規模 

新設発電所は、燃料として用いる石炭を燃焼させることにより、１年間に６

９２万トンもの大量のＣＯ２を排出する。しかし、ＣＣＳ装置（発電所・工場

等からの排ガス中の二酸化炭素（Carbon dioxide）を分離・回収（Capture）し、

地下へ貯留（Storage）する技術）は備えられておらず、被告神戸製鋼にはその

予定もない（甲Ａ５５、甲Ａ５６）。 

新設発電所からのＣＯ２排出量は、日本の２０１９年度のエネルギー起源Ｃ

Ｏ２排出量（１０億２９００万、甲Ｃオ－７）の約０．６７パーセントにもあ

たり、世界のエネルギー起源ＣＯ２排出量（２０１８年では約３３５億トンＣ

Ｏ２、甲Ｃオ－８）の約５０００分の１にあたる。既設火力発電所からの２０

１８年のＣＯ２排出量（約６７５万トン）をあわせるとそれぞれ、１.３パーセ

ント強及び概ね２３００分の１に相当する。今後、国際的な削減努力の中で分

母たる総排出量が削減されれば、２０５０年にかけてその割合はより高くなる。 

⑵ 被告神戸製鋼のＣＯ２排出量 

被告神戸製鋼の撤去前の高炉と既設発電所１・２号機からのＣＯ２の直接排

出量は、 
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 鉄鋼事業    １６００万トン 

 ※加古川製鉄所、関西熱化学加古川工場、神戸製鉄所、高砂製鉄所の合計 

既設発電所（神戸製鉄所内の１、２号機）   ６７５万トン 

※発電量 77.1788 億トン。ＣＯ２排出係数を２０１７年度と同じとする 

真岡発電所（ガス火力発電所）   ３２９万トン 

である。これらの排出に加えて、 

本件の新設発電所（神戸製鉄所内の３、４号機）  ６９２万トン 

 が２０２１年から追加して排出される。 

 このように、被告神戸製鋼らの新設発電所からのＣＯ２排出量 は、世界及

び日本の気候変動への影響への寄与について、看過できない割合である。 

２ ＣＯ２排出と地球温暖化による気候被害との因果関係（基礎となる因果関係） 

⑴ 気候変動に関する科学的知見 

   ＩＰＣＣ (気候変動に関する政府間パネル)は、１９８８年にＷＭＯ(世界気

象機関)とＵＮＥＰ（国連環境計画)のもとに設立された組織であり、１９５か

国・地域が参加する、参加国のコンセンサスに基づき意思決定を行う政府間組

織である（甲Ｃア１－１）。ＩＰＣＣの各報告書は、参加国のコンセンサスで承

認・採択されるものであることから、最新の科学的知見として、ＵＮＦＣＣＣ

（国連気候変動枠組条約)をはじめとする国際交渉や国内政策のための基礎情

報として世界中の政策決定者に引用されており、日本を含む現在の気候変動問

題についての科学の世界最高水準の科学的知見の総体ということができる（甲

Ｃア－１）。これまでに第１次～第６次評価報告書及び多くの特別報告書が公

表されている。 

   日本国内の温暖化とその影響についても、（甲Ｃイ－１）や（甲Ｃイ－２）等

にまとまられているほか、兵庫県における地球温暖化とその影響については、

大阪管区気象台及び神戸地方気象台が具体的に予測している（甲Ｃイ－３及び

４）。 
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⑵ 地球温暖化・気候変動の影響（原告準備書面（２６）） 

ＩＰＣＣ第５次評価報告書では、２０世紀後半以降の温暖化の主な原因は人

間活動である可能性が「極めて高い」（９５％以上）とされていた（甲Ｃア－３）

が、同第６次評価報告書では、「人間の影響が大気、海洋、陸域を温暖化させて

きたは疑う余地がない。大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ

急速な変化が現れている。」とされた（甲Ｃア－１２）。 

また、ＡＲ４、ＡＲ５でも、地球温暖化によって気象・気候災害の激甚化・

発生頻度の増加（極端な高温による熱中症・熱帯性感染症の疾病の増加、極端

な大雨、海面上昇等による洪水・高潮被害、旱魃等）が指摘されてきたが、Ａ

Ｒ６では、人為起源の気候変動は、世界中の全ての地域で、多くの気象及び気

候の極端現象に既に影響を及ぼしていること、熱波、大雨、旱魃、熱帯低気圧

のような極端現象について観測された変化に関する証拠、及び、特にそれら変

化を人間の影響によるとする原因特定に関する証拠は、ＡＲ５以降、強化され

ていること、人が気候の極端現象に影響することで世界中のすべての人間の生

活域に既に気候変動が影響していることが明記され、今後の極端現象の出現頻

度についても、例えば、産業革命前に比べて５０年に一度の暑い日の発生頻度

は、約１℃上昇した現在では４．８倍であるのに対し、１．５℃の上昇で８．

６倍、２℃の上昇で１３．９倍に増加すると予測している。 

⑶ 排出行為と地球温暖化、気候変動による気候災害との因果関係は科学的に解

明されていること 

  上記のように、ＩＰＣＣによって、人間活動すなわちＣＯ２の排出と地球温

暖化、気候被害との間の因果関係は既に明らかにされているが、ＣＯ２排出か

ら原告らも含む人々の被害に至るプロセスを説明すると、 

① 排出源（本件では新設発電所）からの大量のＣＯ２の排出による大気中の 

  ＣＯ２濃度の上昇 

   ―― 長寿命の温室効果ガスであるＣＯ２は１年内に大気中で混ざりあい、
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大気中に蓄積し、大気中のＣＯ２濃度を高める。 

② 地球平均気温の上昇（地球温暖化） 

―― 地球の平均気温の上昇は、ＣＯ２の累積総排出量にほぼ比例する。 

なお、海水温も上昇し、サンゴ礁の絶滅など一部の生態系に不可逆的

な悪影響が拡大し、グリーンランドや南極の氷床の不安定化をもたらす

こととなる（甲Ｃア－３、４、同ア－９、１０、同ア－１２） 

③ 平均気温の上昇による極端な気象・気候現象が多発・激甚化 

―― 極端な高温、極点な大雨、旱魃等の気象・気候災害の激甚化・発生

頻度が増加する。海水温の上昇によって、海面水位が上昇し、台風に

よる高潮被害も激化する。地域における極端な気象現象は、既に世界

のほとんどの地域で確認されている（甲Ｃア－１２） 

さらに、気温上昇によって、２０３０年から１０年のうちにも、突

然、不可逆的な気候変動をもたらすとされるティッピングポイントを

超えるおそれがあることも指摘されている（甲Ｃア－４） 

④ 原告らを含む人々の生命、身体ないし健康、財産への被害 

―― なお、これに相まって、さらに人間の安全保障や経済成長といっ

た人類の生存に対する影響が生じることにもなる（甲Ｃア－１２） 

  というものになる。    

⑷ 極端な気象・気候変動と地球温暖化の関係は解明されていること（原告準備

書面（４）・８～１４頁等） 

    個別の極端な気象現象に気候変動がどの程度寄与しているかについて、イ 

   ベント・アトリビューションの手法による解明が進んできた（甲Ｃウ－５）。

例えば気象庁は、２０１８年西日本豪雨について「地球温暖化の寄与があっ

たと考えられる。」と指摘し（甲Ｃウ－６・９頁）、極端な気象現象と温暖化

の関係に言及した。 

    ２０１８年７月の記録的な猛暑に地球温暖化が与えた影響と猛暑発生の将
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来見通しについても、工業化以降の人為起源による温室効果ガスの排出に伴

う地球温暖化を考慮しなければこのような猛暑は起こり得なかったことが明

らかにされた（甲Ｃウ－７）。２０１９年の東日本に大洪水をもたらした台風

第１９号に伴って関東甲信地方に降った雨の総量は、１９８０年以降の気温

及び海面水温の上昇によって１０.９％、工業化以降（１８５０年以降）の気

温及び海面水温の上昇によって１３.６％増加したこと、これらの降水量の増

加率は、気温上昇から想定される水蒸気量の増加率（１℃あたり７％）より

大きく、その要因として、気温及び海面水温の上昇に伴って、台風自体がよ

り発達したこととが挙げられている（甲Ｃウ－５９）。 

このような研究は世界の極端気象現象について進められ、その成果が、Ｉ

ＰＣＣ第６次評価報告書の図ＳＰＭ．３（観測及びアトリビューション研究

によって評価された地域的な変化の合成図）に集約されている（甲Ｃア－１

２）。 

３ 地球温暖化による原告らへの影響・被害（原告準備書面１１） 

原告らは、神戸市・芦屋市・西宮市に居住する住民である。原告らには以下の

ような被害を含む、地球温暖化による各種被害を受ける危険がある。 

⑴ 気温上昇及び熱中症の増加 

   熱中症の患者数は、１日の最高気温が２５℃を超えるあたりから発生し、３

１℃を超えると急激に増加するところ、神戸において年平均気温が１００年間

で約４度上昇し（甲Ｃイ－４）、現在と比べて年間で猛暑日（最高気温が３５℃

を超える日）が約４０日、真夏日（最高気温が３０℃を超える日）が約５０日

増加（約１．７～１．８倍）すると予測されている（甲Ｃイ－３）。熱中症患者

が大幅に増加し、原告らも熱中症となる危険がある。 

⑵ 土砂災害等の危険 

降雨量につき、２１世紀末の西日本太平洋側での予想として、１時間降水量

３０ｍｍ以上（バケツをひっくり返したような降水）が年４回、１時間降水量
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５０ｍｍ以上（滝のような降水）が年１回発生すると予測されている（甲Ｃイ

－２・３９～４１頁）。兵庫県においても、１時間降水量５０ｍｍ以上が年０．

３回発生すると予測されている（甲Ｃイ－４）。 

洪水につき、兵庫県南岸地域における洪水被害額予想（再現期間５０年）が

３００億円～４００億円と予測されている（甲Ｃウ－１１）。 

台風につき、将来的に台風が強大化（最大風速及び降水量が増加）し、また

日本付近を通過する台風の速度が今より約１０％遅くなるといった予測からし

て、温暖化により、兵庫県ないし神戸市等において今後台風による被害（強風・

降水等による）が更に甚大化すると予測される。 

⑶ ハザードマップによる危険性 

ハザードマップで確認できる原告らのうち８名（７世帯）が「土砂災害警戒

区域」内に、原告らのうち５名（３世帯）が「想定最大規模降雨による浸水想

定区域図」内に居住しており（甲Ｃケ－１ないし３）、これらの者は特に土砂災

害ないし洪水などの被害を受けやすい。 

⑷ 高潮被害 

海面上昇は、海岸を有する神戸市・芦屋市・西宮市にも高潮被害の危険を増 

加させる。原告ら全員がこれらの被害（生命・健康・財産に対する被害）を受

ける危険を有しているところ、原告らのうち６名（５世帯）が高潮浸水想定区

域内に居住しており（甲Ｃケ－４）、これらの者は特に高潮の被害を受けやすい。 

⑸ 熱帯性感染症 

２１世紀末にデング熱を媒介するヒトスジシマカの生息域が日本国土全体の

７５～９６％に達する可能性がある（甲Ｃイ－２・１０９頁）など、原告ら居

住地に熱帯性感染症が広まるおそれがあり、原告らはその被害を受ける危険が

ある。 

４ ＣＯ２排出削減に関する国際的・国内的公序と石炭火力発電所廃止の必要性、

ＣＯ２排出行為の不合理性 
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⑴ 世界の排出削減合意と日本の削減目標 

ア パリ協定の採択と温度目標 

気候を安全なレベルで安定化するために国際社会の取組が１９８０年末か

ら国連を中心に継続されてきた。 

１９９２年に気候変動枠組み条約（甲Ｃエ－１）が採択され、１９９４年

に発効した。１９９７年１２月には先進国に排出削減義務を課した京都議定

書（甲Ｃエ－２）が採択され、２００５年に発効した。さらに、ＩＰＣＣの

科学的知見に基づき平均気温の上昇を２℃未満に止めるための国際的枠組み

の構築の必要性が国際社会の共通認識となり、２０１５年にはすべての締約

国の削減行動を求めたパリ協定（甲Ｃエ－３）が採択され、翌２０１６年に

発効した。日本も２０１６年に批准している。 

パリ協定は気温の上昇を産業革命前から２℃を十分に下回り、１．５℃に

も抑制することに努力することを目的として、今世紀後半の早い時期に地球

規模での温室効果ガスの排出を実質ゼロとすることを目標とするものである。

その目標の実現に向けて、各国は、達成を目指す目標を国の定める貢献（Ｎ

ＤＣ）として提出し、これを保持し（パリ協定４条２項）、２０２０年から５

年毎に各国の削減目標を引き上げることが求められている（同４条３項、同

９項）。国には目標達成に向けた国内措置をとる義務がある（同４条２項）。 

イ １.５℃（２℃）の上昇に止めるための世界全体の排出削減の経路と２０５

０年カーボンニュートラル・脱炭素目標 

  ＣＯ２は、伝統的な有害物質と異なり、排出口における排出濃度ではなく、

排出の絶対量の削減が求められている。 

ＩＰＣＣ１．５℃特別報告書（２０１８年１０月）は、１．５℃の気温上

昇によっても甚大な気候システムへの影響と被害を及ぼすことを示し、６

６％の確率で１．５℃の上昇に止めるためには世界で２０３０年までに２０

１０年比４５％削減し、２０５０年までにＣＯ２排出を実質ゼロとする必要
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があることを明らかにした（甲Ｃア－４、同ア－１０）。 

これを受けて、世界の主要国を含む１２０ヶ国以上が２０５０年カーボン

ニュートラルを表明し、２０３０年目標を引き上げている。しなしながら、

世界全体でも１．５℃を実現する経路から遠く、２℃目標の経路にも届いて

いない。さらに削減目標の引き上げを求められている状況にある。（原告準備

書面（２６））。 

ウ 日本の２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年削減目標の引き上

げと地球温暖化対策推進法の改正 

世界で加速している脱炭素の動きを受け、日本においても、１．５℃目標

の実現に向け、２０２０年１０月に２０５０年までにカーボンニュートラル

を目指すことを明らかにし、その経路として、２０２１年４月に、２０３０

年までに、少なくとも２０１３年比４６％削減は国際社会における公約とな

ったものである。日本の２０１３年比４６％削減の２０３０年目標は不十分

であり、政府も５０％の高みを目指すとしている。 

また、２０２１年５月２６日に改正地球温暖化対策推進法が全会一致で成

立し、パリ協定・２０５０年カーボンニュートラル宣言等を踏まえて脱炭素

社会の実現を基本理念とし、「温室効果ガスの排出の量の削減等を推進」する

ことを目標と改正した（１条）。そして、「地球温暖化対策」を「温室効果ガ

スの排出の量の削減」（２条）と定義し、「温室効果ガスの排出の量の削減」

等を講ずる努力義務を事業者に課している（５条）。 

しかしながら、２０１９年において、石炭火力発電の電力供給に占める割

合は３１．９％もある（経済産業省総合エネルギー統計の時系列表のシート

「contents」の 4.電源構成（発電量）から、甲Ｃオ－９）。さらに、世界の脱

炭素の潮流に反して、日本では東日本大震災後に石炭火力発電所の新設計画

が進められ、既に建設を終えて稼働した発電所や工事中の発電所もある。本

件の新設発電所もその一つである。 
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しかも、主要先進国が２０３０年までに脱石炭を表明しているなか、第６

次エネルギー基本計画案では、２０３０年の電力供給に占める割合はまだ１

９％も占めており、さらに引き下げることが求められている。日本の削減目

標を達成していくために、石炭火力発電所のフェーズアウトの行程を示すこ

とは不可避である。 

⑵ １．５℃（２℃）の気温上昇に止めるための残余のカーボンバジェット 

ア １.５℃（２℃）の上昇に止めるためのカーボンバジェット 

    ＡＲ６で示された６７％の確率で１．５℃の上昇に留まるための残余のカ

ーボンバジッェトは４０００億トン、同様に２℃に抑えるには１兆１５００

億トンであるとされている（ＡＲ６表ＳＰＭ.２、甲Ｃア－１０）。 

イ １．５℃（２℃）目標実現の日本のカーボンバジェット 

世界の残余カーボンバジェットを各国に振り分ける方法について、最も公

平な指標の一つである一人当たり排出量によると、日本の人口（１億２５３

３万人）は全世界の人口（７７億９５００万人）の１．６０８％にあたる

（２０２０年時点）から、６７％の確率産業革命前からの気温上昇を１．

５℃内にとどめるための日本の残余のカーボンバジェットは６４．３億ト

ン、５０％の確率の場合であっても８０．４億トンである。 

 

 

表１ 日本のＡＲ６による残余カーボンバジェット（人口比） 

２０１９年度の日本のＣＯ２の排出総量は１０億９２００万トンであった

から、現在の水準で排出を続けた場合、上記の残余カーボンバジェットを５．

９年（６７％の確率で１．５℃内）～２１年（５０％の確度で２．０℃内）

で使い果たしてしまうことになる。日本全体で、この残余のカーボンバジェ

ットの範囲内で、脱炭素の経済社会へと移行を成し遂げなければならない。

事態は極めて切迫している。 

  1.5℃内に収める 2.0℃内に収める 

67％の確率 ６４.３億トン １８４.９億トン 

50％の確率 ８０.４億トン ２１７億トン 
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ウ 被告神戸製鋼らの排出行為と日本の残余のカーボンバジェット 

本件の新設発電所からのＣＯ２排出量は年間約６９２万トンであり、３０

年間以上の稼働を予定している。すなわち、３０年間で２億７６０万トンの

ＣＯ２を排出する。これは、６７％の確率で１．５℃目標を実現するための

日本のカーボンバジェット（６４．３億ｔ）の３％にあたる。被告神戸製鋼

らの本件の新設発電所は、国内の既存稼働中及び建設中の４６００万ｋＷの

石炭火力発電所の一つである。国内の石炭火力発電所からの２０５０年まで

の排出総量（４５年で廃止し、設備利用率７０％の場合）は６５億トンに及

ぶ。すなわち、石炭火力発電所からのＣＯ２排出量だけで、日本のカーボン

バジェットを消費してしまうことになる。 

    今後原告らが受ける地球温暖化に伴う被害に対して、新設発電所を含む石

炭火力発電所からのＣＯ２排出とは有意の因果関係を有するというべきであ

る。被告神戸製綱らの新設発電所の利用においては、少なくともその寄与度

に応じて、原告らとの関係において、地球温暖化に伴う被害を及ぼすもので

ある。 

⑶ ２０５０年カーボンニュートラルの第一歩として、２０３０年までに石炭火

力発電のフェーズアウトが求められていること 

ア 石炭火力発電は他の排出源よりも最初にフェーズアウトすべきであること 

１．５℃目標の達成に向けて今後の１０年間の削減が非常に重要であり、

２０３０年までに２０１０年比４５％削減、２０５０年脱炭素は世界で広く

コンセンサスが得られている。パリ協定の下で、締約国だけでなく、企業等

非国家主体の役割の重要性についても広くコンセンサスがあり、全ての主体

が２０５０年までにネットゼロを追及すべきとの合意がある。 

このような１．５℃目標（２℃）の実現のための残余のカーボンバジェッ

トは、現在の日本の総排出量の数年分から高々十数年分しかない。 

どの国も温室効果ガスの排出量に占める発電部門のＣＯ２排出量は大きく、



- 42 - 

国連環境計画（ＵＮＥＰ）などから発電電力量に対するＣＯ２排出量が最も

多い石炭火力の早期フェーズアウトが要請されてきた（甲Ｃエ－４）。既に、

主要先進国は２０３０年までのフェーズアウトを定めている。世界の主要国

の石炭火力発電所のフェーズアウトの流れはさらに加速している)。 

ＩＥＡ（ＯＥＣＤの国際エネルギー機関）が２０２１年５月１８日に発表

した２０５０年脱炭素に向けたロードマップでは、先進国は２０３０年まで

に対策なし（ＣＣＳを付帯していない）の石炭火力発電所のフェーズアウト

をすること、２０３５年までにすべての電源の脱炭素をすることが組み入れ

られている（甲Ｃエ－７）。 

２０２１年６月１３日のＧ７サミットでは、日本も参加した首脳コミュニ

ケで、「国内的には、我々は、２０３０年代の電力システムの最大限の脱炭素

化を達成すること、（中略）石炭火力発電が温室効果ガス排出の唯一最大の原

因であることを認識し、（中略）排出削減対策が講じられていない石炭火力発

電からの移行を更に加速させる技術や政策の急速な拡大にコミットした。」

（甲Ｃエ－６の３９項）。 

日本のエネルギー起源ＣＯ２の４０％以上を占め、再生可能エネルギー発

電への代替が可能である発電部門からの排出をまず、ネットゼロにすること

は、世界共通の課題である。 

イ 発電事業者も、世界のコンセンサスの水準での削減義務を負っていること 

先進国は、パリ協定のもとで、石炭火力の２０３０年代の廃止を義務とし

て負っているものである。パリ協定の下で、国は具体的な削減目標を定めて

削減のための措置を取るべき義務を負っているが、パリ協定とあわせて採択

された決定では、企業等の非国家主体の役割の重要性が記載されている。事

業者は生命、健康、財産等への侵害を回避すべきであり、危険な気候変動の

回避のために、１．５℃目標の実現に向けて２０５０年カーボンニュートラ

ル、排出削減に取り組むべきことについて、国際社会に広くコンセンサスが
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ある。 

２０２１年５月２６日のオランダのハーグ地裁（判決・甲Ｃク－４の１）

は、シェルに対して、シェルはＣＯ２排出に責任を持つ立場にあり、シ

ェルによるＣＯ２排出によって地球温暖化をもたらすものとして、「危

機的な気候変動につながり、人権への深刻なリスクをもたらす」こ

と、１．５℃目標の達成に向けて今後の１０年間の削減が非常に重要であり、

２０３０年までに２０１０年比４５％削減、２０５０年脱炭素は世界で広く

コンセンサスが得られていること、パリ協定の下で、企業等非国家主体の役

割の重要性についても広くコンセンサスがあり、全ての主体が２０５０年ま

でにネットゼロを追及すべきとの合意は、不文の事業者の注意義務の基準と

なることを認め、排出源の事業者も民法上の削減義務を負うとした。その義

務違反は社会的に容認されえない行為でなり、排除されるべきものである。 

５ 原告らの権利侵害 

⑴ 地球温暖化による気候・気象被害は既に現実であり、切迫していること 

 危険な気候変動による人の生命・健康の被害は、現実的、客観的で切迫した

危険である。気候変動における被害は、意図的な排出行為の空間的時間的累積

による長期にわたる着実な被害の発生、累積、多発化、巨大化という特徴をも

つ。ＣＯ２の排出量の累積によってその影響は長期的・継続的に深刻化し、不

可逆的な被害をももたらされることが科学的に明らかにされているのであるか

ら、危険な気候変動の被害を防止し、回避する合理的な方法は、できるだけ早

い段階において必要な排出削減を行うことである。被害の累積・悪化を待って

対策をとるのでは、手遅れとなり、取返しがつかないこととなる。 

⑵ 伝統的人格権の侵害 

前述のとおり、大量排出源からの大量のＣＯ２の排出が、ＣＯ２濃度の上昇

を引き起こし、これによって地球平均気温の上昇（地球温暖化）が生じ、平均

気温の上昇による極端な気象・気候現象が多発・激甚化が生じることは科学的
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にも明らかになっている。そして、極端な気象・気候現象が多発・激甚化は、

原告らの生命、身体、財産及び生活への多大な被害を生じさせる。 

本件の新設発電所は、前記の通り多量のＣＯ２を３０年以上に排出し、ＣＯ

２の濃度上昇に大きく寄与するところ、温暖化に起因する被害に至るプロセス

を踏まえても、原告らに今後生じる上記被害と因果関係を有するから、被告神

戸製鋼らによるＣＯ２の排出行為は、原告らの人格権（伝統的人格権）を侵害

する。 

そして、排出量が莫大であることや排出抑制策が取られていないこと、また

４において整理した、ＣＯ２排出削減に関する国際的・国内的公序と石炭火力

発電所廃止の必要性その他の事実等を踏まえたとき、被告神戸製鋼らの排出行

為は、受忍限度を超える権利侵害となる（受忍限度について、詳細は第５で述

べる）。 

⑶ 平穏生活権（安定気候享受権）の侵害 

第２で述べた通り、原告らは、石炭燃焼に由来する大量のＣＯ２からの気候

変動とそれがもたらす原告らの生命・健康等への不可逆的な被害に晒される可

能性がある中で、日常生活においてより安定した気候を享受し、不安や恐怖の

ない生活を送る権利（安定気候享受権）を有する。 

新設発電所から排出されるＣＯ２は、前記のとおり、長期的に世界の気候変

動の激化に有意に寄与して気候変動のリスクを高め、その結果、世界の市民の

生命・健康・財産への気候変動による権利侵害のリスクを高めるところ、原告

らはそのような気候変動のリスクを負う集団に含まれており、特に若年者や高

齢者はより高いリスクを負っている。かつ、原告らは、被告らのＣＯ２の大量・

長期にわたる排出による気候変動への寄与を通じて、生命・健康・財産へのリ

スクが高まることについて、一般通常人を基準として合理的な不安を抱いてい

る上、被告らによるＣＯ２の排出行為によってもたらされる生命・健康への客

観的リスクは、パリ協定下の気候変動抑止のための国際的な秩序・国内秩序に
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反する不合理なものである（４で述べたことを参照）。 

以上のことからすれば、被告神戸製鋼らによるＣＯ２の排出行為は、原告の

平穏生活権（安定気候享受権）を侵害する。 

 

第５ 権利侵害が受忍限度を超えること 

１ 受忍限度論の適用場面および判断枠組み 

受忍限度論は、本件の差止請求との関係では差止めに必要な違法性要件を構成

する。まずＣＯ２に関する伝統的人格権侵害との関係で、侵害行為が受忍限度を

超える違法性を有するかが問題となる。 

次に、ＰＭ２．５等およびＣＯ２の排出による平穏生活権の侵害との関係で、

平穏生活権侵害につながる客観的リスクが社会通念上許容できるリスクであるこ

とへの評価障害事実として、受忍限度論と同様の規範的な総合的判断が必要とな

る。そこで内容的には重複するが、以下では両者を分けて整理する。 

差止請求における侵害行為の受忍限度を超える違法性の有無の判断については、

侵害行為の態様と侵害の程度、被侵害利益の性質と内容、侵害行為の持つ公共性

ないし公益上の必要性の内容と程度等を比較検討するほか、侵害行為の開始とそ

の後の継続の経過及び状況、その間に採られた被害の防止に関する措置の有無及

びその内容、効果等の事情をも考慮し、これらを総合的に考察してこれを決する

（最判平成７年７月７日 民集４９巻７号１８７０頁、２５９９頁等）。 

石炭火力発電所の操業の事業のような、これによって被害者が直接の利益を受

ける関係がない場合には、受忍限度の判断においては、事業の公共的側面は考慮

要素とすべきではなく、仮に考慮要素とするとしてもその位置づけは極めて限定

的なものとして扱うべきである（最判平成６年３月２４日集民１７２号９９頁）。 

２ ＣＯ２排出による人格権侵害が受忍限度を超え違法であること 

⑴ 被侵害利益の性質と内容 

本件における被侵害利益は、原告らの生命・健康に関する人格権である。人
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格権については生命・健康という憲法上の至上の価値を保護法益としている。 

ことに、ＣＯ２排出からもたらされる気候変動は人間社会のみならず、その

存続基盤である生態系そのものを破壊するため、ＣＯ２の大量排出は、原告ら

の生命・身体・財産及び生活等に甚大かつ不可逆的な被害をもたらす。個体と

しての人間の生活基盤のみならず、人類そのものの存続基盤が失われるのであ

る。 

オランダ最高裁判決では、気候変動による国民への気候変動の危険による現

実の脅威が存在していること、十分な対策を取らないときにその現実化は気候

科学によれば確実であり、すでに一部は国内でも現実化し、今後、現在の国民

が生存している数十年内にさらに悪化し、現実化していくことという、科学に

基づく気候変動の将来の進展が事実として認定されている。 

個々のＣＯ２の排出行為によってもたらされる原告らの生命・健康という権

利の侵害は、気候変動（ＣＯ２濃度の上昇への寄与）への寄与に応じて割合的

に生じる。しかし、侵害される生命・健康を含めた侵害法益の総和は、全世界

の人類との生命・健康のみならず、その生活基盤である生態系にまで及ぶもの

である。つまり、総体としての被侵害利益の巨大さとその深刻さが考慮される

べきである。 

⑵ 侵害行為の態様と侵害の程度 

原告らの健康被害と平穏生活権の侵害は、いずれも対象の集団性（被害を被

る住民の著しい広範性）と加害行為の著しい長期性と故意性を特徴とする。 

侵害行為の性質については、今日、日本はもちろんのこと世界中でＣＯ２の

抜本的削減による大気圏の保護（ＣＯ２濃度の維持）が人類共通の緊急課題と

なっている中で、それに反して、かつその危険性を知りながら、ＣＯ２の不合

理な大量排出を継続することは、原告らを含む世界中の市民および現在の子ど

もたちの生命・健康と未来の生存可能性に対する侵害であって、強度の違法性

を帯びるものである。 
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ＣＯ２排出による地球温暖化による被害については、ＣＯ２の大量排出行為

について、当該「原告らのみ」との間で、原告のみに向けられた侵害の態様と

程度を検討することは相当ではなく、侵害行為による影響の総和を考慮すべき

である（騒音被害についての損害賠償に関して最判昭和５６年１２月１６日民

集３５巻１０号１３６９頁参照）。 

受忍限度判断における侵害の態様とその程度の判断に関し、当該原告個々人

ならず不特定多数の者に生じる被害（侵害）も、原告に対する侵害行為の「性

質・態様」として考慮すべきことは、前記の最高裁判例に示された考え方から

も裏付けられるものである。したがって、ＣＯ２の大量排出源に係る排出行為

の差止請求において、受忍限度に係る判断を行うにあたっては、「侵害の態様と

程度」につき、当該原告個々人の保護法益に対する侵害の態様と程度のみに限

定してこれを検討するのではなく、原告に向けられた侵害行為の違法性を判断

する要素として、大気を「共有」し等しく被害を受け得る人々に対する総量的

な「侵害の態様と程度」もまた考慮に入れねばならないというべきである。 

以下、絶対的排出量と相対的な環境負荷の大きさに区別する。 

ア 新設発電所からの汚染物質等の絶対的排出量と被害 

パリ協定のもとで、もはや世界的に石炭火力の新設は許されず先進国にお

いては既存の石炭火力発電所を廃止すべきとされているところ、その時代の

趨勢に逆行して、年間６９２万トンものＣＯ２を継続的に長期にわたり排出

し、大気中のＣＯ２濃度を上昇させ、地球温暖化を進行させ、気候変動によ

る悪影響を悪化させるもので、その行為態様は悪質であり、侵害の程度は甚

大である。 

また、侵害行為の性質としての排出の「長期大量性」を重視すべきである。

単独でも世界のエネルギー起源のＣＯ２の５０００分の１レベルの排出量で

あるうえ、共同不法行為者としての日本の同種の新設大型石炭火力発電所を

合わせると、世界のＣＯ２濃度の上昇に重大な寄与をするレベルの排出量と
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なる。 

イ 石炭火力発電所の相対的な環境負荷の大きさ 

神戸製鋼が選択する「石炭火力発電」については、「発電」を行う方法とし

て別に存在する、ＣＯ２排出が極めて小さい再生可能エネルギーによる発電

や石炭火力に比して発電単位あたり約２分の１のＣＯ２排出という相対的に

環境影響の少ないガス火力発電という方式があるにもかかわらず（すなわち

発電事業・発電方法に係る代替策があるにもかかわらず）、あえて、環境に、

広範囲に重大な影響を及ぼす「石炭火力」を選択し実行するものと言わざる

を得ない。また、ＣＣＳなど環境影響の一部を低減する技術が存在するにも

かかわらずそれを用いることも予定されていない。 

ウ ＣＯ２排出とこれによる影響に係る被告神戸製鋼らの認識・認容 

ＣＯ２による気候変動への影響を知りつつ、あえて環境負荷がもっとも大

きな大規模石炭火力発電を選択しているもので、被害に対する認識・認容が

ある。さらに、環境影響評価手続等のプロセスにおいて、環境負荷のより低

い発電方式等の代替案や被害防止のためのＣＣＳなどのＣＯ２の排出削減措

置の検討は十分になされず、被害を懸念し、より有効な対策を求める住民へ

の情報開示や協議も尽くされないまま、住民の反対を押し切り、従前の計画

どおり新設発電所の着工に至ろうとしている。 

⑶ 侵害行為の継続期間 

本計画は、「石炭火力発電所」の新設計画であり、出力が合計で１３０万キロ

ワットという巨大な新設発電所を、新たに神戸の人口密集地に隣接する地域に

建設し、これを３０年間以上の長期間にわたって稼働させようとするものであ

る。（ 

⑷ 地域性 

原告らの居住地には、気候変動による大雨や台風の激化により、特に高潮、

洪水、がけ崩れなどの災害の危険のある地域が含まれている。 
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⑸ 彼此相補性 

彼此相補性については、巨大な発電所を通じた３０～４０年もの間の大量排

出と、原告ら個々人との立場の互換性はない。 

⑹ 被害防止措置の履行可能性がないこと、または将来適切に履行される担保が

ないこと 

環境影響評価手続において、被告関西電力が行うことを前提としたＣＯ２排

出削減措置に関して、被告関西電力への「全量供給」を被告関西電力が否定し

ている以上、環境保全措置が適切に履行される担保がない。 

また、侵害行為の開始後の継続の経過及び状況、その間の被害の防止に関す

る措置の有無及び内容、効果等の事情に関しいえば、大島教授の意見書（甲Ａ

３８）の内容を踏まえても、現状においても本事業の事業性（経済性）がない

ことが示されている。したがって、検討されている被害の防止に関する措置を

採りえず、特に、ＣＯ２排出量の抑制措置として挙げられているＣＣＳの設置

については、経済的のみならず、物理的、社会的にも採りえない。 

⑺ 公共性、共益性を欠くこと 

他方で、被告らの行う石炭火力による発電事業は、電力自由化のもと、現在

電力の需給が安定している中で、より大きな経済的利益を追求するために、あ

えて環境負荷がもっとも大きな大規模石炭火力発電を選択しているもので、公

共性ないし公益性を欠くものである。しかも、排出行為が社会的な削減努力の

成果にフリーライドしその成果を減殺してしまう点でむしろ公共性に反する。 

さらに、被告らはエネルギーの安定供給という公益性を主張するが、脱石炭

の流れの中で、ＣＯ２の大量排出の違法性がそれを大きく上回っている。 

最後に、被害発生回避の努力として、そもそも環境影響評価において当時の

国の目標である２０５０年８０％削減、２０３０年２６％削減に整合する対策

をとることは、本件石炭火力発電所の環境影響評価を通じて運営上の環境保全

の配慮義務の内容となっている（電気事業法４６条の２０）。その実現の手段の
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１つとして環境影響評価で２０３０年までに国のＣＣＳ導入の検討を踏まえ、

本事業に当たって検討すると言及していたＣＣＳの導入については（甲Ａ２４

の１の３）、被告らは何ら検討する用意もなく、立地上も経済性からも実現可能

性は全くない状況であり、現時点においてＣＣＳによる被害回避対策は実質的

に何ら準備されていない。 

⑻ ＣＯ２排出削減に係る国際的・国内的な公序の形成とこれに基づく事業者の

ＣＯ２排出削減義務 

令和３年５月、地球温暖化対策推進法が改正され、１条、２条で、温室効果

ガスの排出の量の削減が目的や定義として明記された。また、２条の２でパリ

協定の目標が法律に組み込まれ、事業者の責務として温室効果ガスの排出量の

削減と国等への施策への協力が規定された（５条）。 

この改正温対法のもと、日本における石炭火力発電所からのＣＯ２排出は最

も遅くても２０４０年までに実質ゼロとするとともに、現在から２０４０年ま

で直線的に（毎年同じ量だけ）削減すること（つまり訴えの変更申立書別紙１

のような削減経路とすること）が、１．５℃目標達成のために必要不可欠であ

る。仮にこのような削減経路を超えるＣＯ２排出がなされるならば、１．５℃

目標を達成することはできず、地球温暖化による人々（当然のことながら原告

を含む）に対する生命・健康・財産への被害が更に甚大となること、またその

被害の現実化の過程において平穏生活権が侵害されることはこれまでも述べて

きたとおりであり、その意味で訴えの変更申立書別紙１の削減経路が日本にお

ける石炭火力発電所からのＣＯ２排出量の「閾値」（それを超えると被害を生じ

させる値）を示しているといえる。 

原告らはこれまで、新設発電所からのＣＯ２大量排出が伝統的人格権ないし

平穏生活権（健康平穏生活権および安定気候享受権）を侵害するものと主張し

てきたところ、新設発電所からのＣＯ２排出が訴えの変更申立書別紙１の排出

経路に示された上限量つまり「閾値」を超える場合には、①１．５℃目標未達
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成によって更なる地球温暖化がもたらされ、それに伴う被害が甚大になること、

②それはすなわち、原告の人格権ないし健康平穏生活権・安定気候享受権を顕

著に侵害することを意味すること、③上記２（１）イで述べたとおり、世界で

（特に先進国において）最も遅くとも２０４０年までには石炭火力発電所から

のＣＯ２排出を実質ゼロにすることがパリ協定等に基づき温暖化被害を可能な

限り回避するために必要とされ、これが世界の公序となっているというべきこ

とからすれば、訴えの変更申立書別紙１の排出経路を超えるＣＯ２排出はかか

る世界の公序にも反すること等からして、受忍限度を超える違法なものと評価

すべきである。 

温暖化対策の中心は温室効果ガスの排出量の絶対的な削減であることは、パ

リ協定の締結による国内的な効力によってすでに明らかであったが、今回、そ

れが改正温対法で確認され、明示されたことで、そもそも温室効果ガスの排出

の絶対量の削減がなされない事業は、改正温対法そのものに違反することとな

る。このように公法違反またはその趣旨に実質的に反する排出が長期にわたっ

て継続することは、私法上の違法性を強める重要な根拠ともなる。 

３ 平穏生活権侵害とリスクの不合理性 

⑴ ＰＭ２．５による健康平穏生活権とリスクの不合理性 

本件新設発電所の建設は、深刻な大気汚染に悩まされてきた地域に１３０万

ｋＷもの大規模の石炭火力発電所を建設し、原告のみならず人口密集地におけ

る多数の住民を、長期間にわたり、継続的に有害大気汚染物質に暴露させるも

のである。 

そしてあらゆる世代の住民・原告にとって、かかる有害物質への長期継続的

な暴露は、その疾病リスクを高めるから、その生活空間において清浄な空気を

呼吸することで健康に安心して生活する権利（健康平穏生活権）を侵害される

ことになる。 

被告らが稼働する新設発電所は、ＰＭ２．５やＮＯ２などの有害物質を排出
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し、新設発電所から排出されたＰＭ２．５は、原告らに到達し、原告らはＰＭ

２．５に暴露する。そして、原告らは、ＰＭ２．５の暴露により生命・健康が

侵害されるという合理的な不安・恐怖感を引き起こされる。 

ここにおける被侵害利益は、ＰＭ２．５の曝露からの不安な生活を送らない

という人格的利益であるが、生命・健康に直結しているから、生命・健康に順

じて重要な保護法益として考えるべきである。 

侵害リスクについては、特に、施設の周辺人口に対して故意に長期間にわた

りＰＭ２．５を曝露させて、曝露集団内に一定割合での健康被害を生じさせる

ことを総体として捉えるべきである。甲Ｂ２２の２の１５頁によれば、将来、

新設発電所のみでも４０年間の稼働期間に２０８２人の過剰死亡が想定されて

おり、兵庫県・大阪府周辺で年間５０人に上る過剰死亡が発生することになる。

これは石炭火力発電事業に対する代替策として、少なくとも燃料種として天然

ガスを選択すれば、大気汚染物質は周辺に事実上発生・拡散せず、発生しない

過剰死亡である。原告らと被告らとの間に立場の互換性はなく、被告らの事業

に公益性が認めがたいことは上述したとおりである。 

⑵ 平穏生活権とＣＯ２排出による不合理なリスク 

被告らによる「侵害行為」が、人格権の直接の侵害（の高度の蓋然性）を表

すものではなく、大気環境のＣＯ２濃度上昇への寄与という客観的なリスクを

帯びた行為を意味する点が２と異なる。 

そのリスクが差止を認める違法性を帯びるためには、その不合理性が必要で

あるところ、リスクの不合理性の判断においても２で述べた受忍限度の判断要

素を総合的に考慮することになる。 

 

第６ 他の石炭火力発電所の運営事業者との共同不法行為と被告神戸製鋼らの差

止義務 

１ ＣＯ２排出の違法性を理由とした請求の関係 
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本件において、原告らは、第２、第４及び第５で整理したとおり、ＣＯ２排出

の違法性を理由に、原告らと、被告神戸製鋼らとの関係において、そもそも、被

告神戸製鋼らは新設発電所の稼働の差止義務を負うと主張している。 

しかしながら、仮に、被告神戸製鋼らのみとの関係だけで被告神戸製鋼らの差

止義務が認められないとしても、以下の通り、被告神戸製鋼らと他の石炭火力発

電所の運営事業者の行為が共同不法行為と評価され、これによってそれらの事業

者の間に連帯的差止義務が生じるというべきである。 

したがって、被告神戸製鋼らは、この連帯的差止義務に基づき、新設発電所の

稼働の全部の差止義務（以下の２）、または仮に全部の差止めまでが認められなく

とも新設発電所に割合的な差止義務（以下の３）を負う。 

２ 被告神戸製鋼らと他の排出源（石炭火力発電所等）の運営事業者らとの共同不

法行為として、他の排出源も含めた排出総量について連帯して責任を負うこと 

⑴ 他の新設大型石炭火力発電所との連帯責任（強い関連共同性） 

 ア 本件新設発電所と強い関連共同性を持つ発電所 

２０１４年以降に工事中又は建設予定の被告神戸製鋼の新設発電所２機を

含む石炭火力発電所（原告準備書面（１９）添付表１の本件発電所を含む石

炭火力発電所）が計１３ケ所（１５基、合計９９１万ｋＷ）あり、４５年で

廃止し、稼働率を７０％程度としても、ＣＯ２排出量は年間４５９２万トン

となる。これは現状での日本のエネルギー起源ＣＯ２の約４．５％を占める。 

これらの発電所からの２０５０年までの累積排出量は１３億５８００万ト

ンとなり、１．５度目標の日本の残余のカーボンバジェトの２１％となる（強

い関連共同性）。他に、環境アセスメント対象外の小規模発電所が約１４０万

ｋＷあり、これらは亜臨界でＣＯ２排出量はより大きいので、全体では１５

億６０００万トンをはるかに超え、残余のカーボンバジェットの２４％以上

を占める。 

イ ２０１４年以降に新設・稼働する本件発電所を含む１３の発電所からのＣ
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Ｏ２排出行為は、以下の点から、強い関連共同性を有すること 

第１に、２０１４年時点では、すでに、地球温暖化・気候変動による多大

な被害が既に発生しており、ＩＰＣＣ第４次評価報告書（２００７年）によ

って、早急に大幅排出削減がなされなければ気候災害が将来に向かって甚大

化してくことは示されていた。上記各発電所は、地球温暖化に寄与し、気候

災害を更に激甚化させるものであることを、容易に予見しえた。 

第２に、ＣＯ２排出行為が全世界の気温及び気候に影響を与え、その結果

全世界の人々に被害を生じさせる地球温暖化においては、関連共同性の判断

基準として「工場相互の立地状況」や「地域性」は不要である。ただ、パリ

協定のもと国家単位でＣＯ２の削減義務を負って削減目標を数値化し、立案

した政策が国単位で実行されている以上、日本国内のＣＯ２排出は、パリ協

定上は一体とみなされ、国の政策としても一体として扱われることになる。

日本国内のエネルギー転換部門の中で特に大量のＣＯ２を排出する石炭火力

発電所の一群は、排出削減すべき発電事業とされており、一体としてＣＯ２

排出が抑制されるべきである。 

第３に、上記各石炭火力発電所の運営事業者は、東日本大震災以前に既に

存在していた施設からのＣＯ２排出に加え、上記表の他の石炭火力発電所か

らの大量のＣＯ２排出を認識し、パリ協定のもとＣＯ２の排出削減が世界的

な急務となっているなかで、あえて石炭火力発電所の設置を計画、実行した

者である。なお、これらの大規模発電所は環境影響評価手続を経る必要があ

り、その情報は「発電所環境アセスメント情報」などが経済産業省のホーム

ページで公表されていたから、容易に知り得たものである。これらの発電所

の計画・運営事業者は、相互に新設計画を認識していたものである。 

なお、関連共同性の成立に「共同の意思」は必要条件ではないが、本件で

は上記のとおり「共同の意思」が認められる。 

第４に、日本においては旧一般電気事業者を中核とする電気事業連合会に
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参加する事業者が中心となって２０１６年２月に電気事業低炭素社会協議会

(被告関西電力が参加し、被告神戸製鋼は参加していない)を設立し、電気事

業における低炭素社会実行計画を策定し、フォローアップをしている。ここ

で、被告神戸製鋼らによって新設される石炭火力発電所からのＣＯ２排出行

為は、他の石炭火力発電所からのＣＯ２排出行為と強く関連している。 

第５に、今日、経済合理性も備えてきている再生可能エネルギーへの転換

が世界的に求められるなか、上記各石炭火力発電所を稼働させ、莫大なＣＯ

２の排出をこれまでどおり行い続ける必要性や公益性は無い。 

⑵ 他の石炭火力発電所との連帯責任（弱い関連共同性）   

  ア 弱い共同関連性をもつ発電所 

２０２０年現在、前記の強い共同関連性を有する発電所を含め、既設及び

新設予定の石炭火力発電所の出力の合計は約５６００万ｋＷであり、その２

０３０年の排出量は２億６０００万トンに及び、政府の目標でも２０３０年

は１９％であるが、日本の２０１９年度の排出量（約１０．２９億トン）の

約２５％に及ぶ。さらに、２０５０年までの排出総量（２０４５年で廃止し、

設備利用率７０％の場合）は６５億トンに及び、これは１．５度目標の日本

の残余のカーボンバジェットにも相当する。 

  イ 弱い共同関連性 

被告神戸製鋼による新設発電所から予定されるＣＯ２排出行為と、日本全

国の他の石炭火力発電所による各ＣＯ２排出行為との間には、以下の理由か

ら、少なくとも弱い関連共同性が認められる。 

既に述べたとおり、石炭火力発電所は２０３０年までにフェーズアウトが

求められている。２０１４年以前に建設・稼働を始めた発電所も、２０３０

年までに稼働を中止しなければならない。このようなもとでの日本における

各石炭火力発電所からのＣＯ２排出行為は相互に、強い関連共同性の判断基

準を概ね満たしているといえる。特に、各石炭火力発電所が他の石炭火力発
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電所のＣＯ２排出行為を明確に認識している関係にある。 

日本の石炭火力発電所からの排出量全体及び被告神戸製鋼らによる新設発

電所からのＣＯ２排出量とその累積量は、それぞれ、日本の１．５℃目標の

実現における残余のカーボンバジェットの大半を費やすほどの甚大な量であ

り、世界の１．５℃目標の実現に向けた努力を無にするもので、容認されえ

ない。 

⑶ 連帯的差止の要件と効果 

ア 連帯的差止義務 

これらの弱い関連共同性を有する発電所群、あるいは少なくとも強い関連

共同性を有する発電所群に含まれる各発電所は、民法７１９条の類推適用に

より、連帯的差止義務を負う。 

イ 因果関係 

上記共同排出と、地球温暖化及び温暖化によってもたらされる気候変動に 

よる原告らを含む人に対する気候災害の被害とその激化との間の因果関係は、

排出累積総量に気温上昇が比例していることに照らしても認められる。気候

変動の激化と個々の損害との因果関係も認められるから、共同排出行為と

個々の被害との間に因果関係が認められる。 

共同排出行為を構成する個々の排出行為と被害との間の因果関係が推定 

される。ただし、少なくとも関連共同性が強い関連共同性に当たる排出行為

については、各排出主体による自己の排出寄与度に応じた減免責の抗弁は認

められない。 

ウ 連帯的差止の効果 

    複数の企業の施設からの排出物質が相合し、それが原因となって被害又は

危険が生じている場合、それらの企業活動が共同不法行為を構成していると

認められるなら、民法７１９条を類推適用して、各企業は到達点における汚

染を適法レベルにまで下げることについて連帯債務的義務を負担しており、
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被害者は各企業に対し、各自の全排出量を限度として、被告全企業からの総

排出量を零ないしは一定以上にしないことを求めうる（連帯的差止の考え方）。 

    地球温暖化の場面でも、世界中の排出源から排出されるＣＯ２が大気に累

積することにより地球温暖化・気候変動を促進し、日本（原告の居住地を含

む）や世界中の人々の生命・健康・財産等に甚大な被害を与えるのであり、

公害事案の因果の流れと質的な違いはない。連帯的差止の考え方は地球温暖

化の文脈にも妥当する。 

   したがって、日本国内のすべての石炭火力発電所（弱い関連共同性）又は

少なくとも「２０１４年以降に設置工事に着手し、又はその前段階にある、

環境影響評価を要する大規模石炭火力発電所」（強い関連共同性）のグループ

に含まれる各発電所が連帯的差止義務を負い、これらの発電所群によって被

害を受ける者は、各発電所に対して、各自の全排出量を限度として、同発電

所群からの総排出量を少なくとも日本政府が目標としてかかげる基準まで削

減することを求めうる。 

現在、日本政府が目標として掲げる温室効果ガス排出削減の基準は、２０

３０年までに２０１３年と比して４６％削減し、２０５０年にはカーボンニ

ュートラルを実現するものであるところ、かかる不十分な目標についてすら、

被告神戸製鋼らによる本件新設発電所の稼働を差止めるだけでは達成できな

いから、その稼働の一切が認められない。 

以上より、被告神戸製鋼らによる新設発電所の稼働の差止が認められるべ

きである。 

３ （予備的請求）他の石炭火力発電所の運営事業者との関係で被告神戸製鋼らの

排出割合に基づく、割合的な削減義務を負うこと（分割的差止義務） 

⑴ 割合的な削減義務 

原告は共同不法行為を構成する複数の汚染源である企業群を被告として、汚

染を適法レベル（閾値以下）に下げるに必要な程度に排出量を減少せよとの請
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求をなしうるが、個々の被告が汚染に対する寄与度を立証したならば、当該被

告に対しては寄与度相当の排出量減少を請求しうるにとどまる（分割的差止の

考え方）。 

⑵ 被告神戸製鋼らが２０４０年までに順次削減すべき排出量 

パリ協定のもとで、１．５℃の気温上昇に止めるとの長期目標と、この目標

を実現していくための、日本の２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０

年までに２０１０年比でのＣＯ２排出量の４５％以上の排出削減は、先進国の

最低限の義務である。 

温暖化対策の重点課題は、その国の排出量の数十％を占める発電部門におけ

るＣＯ２の排出削減に置かれてきた。石炭火力発電所の新設を行わないことは

もとより、石炭火力発電所のフェーズアウト（段階的廃止）が必要である。 

日本の温室効果ガス排出量の約８５％がエネルギー起源のＣＯ２排出量であ

る。そして、ＣＯ２排出量の約４０％が発電に由来するものである。そのうち、

石炭火力からの排出量が過半を占め、温室効果ガス全体の２２％にも及び、最

も大きい排出源である。よって、２０５０年排出実質ゼロを実現していくため

には、石炭火力発電所からの排出を、２０５０年よりも十分早期に、実質ゼロ

（ＣＣＳ付帯でなければ、排出ゼロ）としていかなければならない。ＩＥＡ（国

際エネルギー機関）の日本についての持続可能シナリオにおいても、石炭火力

による電力量は２０３０年までに急激に減少し、２０４０年にはほぼゼロとさ

れている。日本は石炭火力発電所からのＣＯ２排出をどれほど遅くとも、２０

４０年までには実質ゼロとし、そこに至る経路として、石炭火力発電所からの

ＣＯ２排出量は、現状から２０４０年までに、直線的に排出削減される経路を

超えてはならない。 

分割的差止義務を負う共同不法行為者は、本件の新設発電所と少なくとも弱

い関連共同性を有する発電所群である。日本のすべての石炭火力発電所からの

ＣＯ２排出（又は少なくとも強い関連共同性を有する各石炭火力発電所群から
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のＣＯ２排出）は最も遅くとも２０４０年までに実質ゼロにすべく現時点から

直線的に削減する必要があり、その排出削減経路が閾値となる（これを超える

ＣＯ２排出が違法となる）。 

新設発電所の年間ＣＯ２排出量は６９２万 t であるので、今後、２０４０年

まで上記経路にしたがった削減を行う場合の、毎年度ごとの新設発電所からの

ＣＯ２排出量の上限量は、訴えの変更申立書別紙１（本書面の別紙１）の「二

酸化炭素排出量」に記載の量のとおりとなる。 

 

第７ 被告関西電力と神戸製鋼の関係と、被告関西電力が負う発電指示の差止義務 

１ 被告関西電力と被告神戸製鋼らの行為の関連共同性 

⑴ 契約に至る経緯（火力電源入札など）  

   関西電力は、自社の火力発電所の高経年化が進む中、２０１４年以降、火力

発電の高経年化への対応、および燃料費の削減による経済性向上から、火力電

源１５０万キロワットを入札により募集し（火力電源入札、甲１０）、この際、

自社応札はしないものとした。被告神戸製鋼はこれに応札して落札し、２０１

５年２月、被告関西電力との間で、契約期間を３０年間とする電力受給契約を

締結した（丙３）。 

また、被告関西電力は、新設発電所が稼働を開始する一方で、自らの既存の

石油火力・ＬＮＧ火力発電所の稼働を抑制する予定であるとし、現に、休廃止

を進めている（甲１５、甲１６、答弁書７頁）。 

   運用指針（乙６）においても、火力入札による電源については「自社電源の

代替として通常の他社購入電源とは異なる性質を帯びる」とされ、また、新設

発電所に係る契約内容は、後にも述べる通り、期間が３０年間、発電電力の全

量の供給、基準利用率７０パーセント（※石炭火力発電所の設備利用率は高く

とも８０パーセント程度である）といった内容になっており、関西電力が長期

間にわたり新設発電所を「フル稼働に近い状態」にして電力の供給を受ける内
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容となっている。 

 したがって、新設発電所は、自社の老朽化した火力発電所を代替する役割を

担うものであり、被告関西電力の火力発電所群を構成するものといえる。  

 ⑵ 電力受給契約に基づく強固な関係性 

ア 本件電力受給契約の契約期間は、「新しい火力電源入札の運用に係る指針」

（運用指針、乙６）により原則１５年とされている期間を大幅に超過する３

０年間である（丙３）。 

そして、新設発電所において発電される電力は、その全量が関西電力に供

給される予定となっている。この点、被告らは、第１３条の余力活用の規定

を踏まえ「全量供給」ではないとして争っているが、被告神戸製鋼作成資料

や環境アセスの関係文書の中でも、繰り返し「全量供給」が強調されている。

加えて、環境アセスの過程では、二酸化炭素排出係数の調整は被告関西電力

に委ねるものとされ、さらに、ＣＯ２排出に関する国の目標・計画との整合

性について、発電のために所内で使用する電力を除き、全量を「自主的枠組

み参加事業者」である関西電力に全量卸供給する計画であることをもって、

局長級会議とりまとめの基準に整合する旨の説明がなされ、これを踏まえて

確定通知がなされており、被告らの主張にはまったく理由がない（以上に関

し、甲２、甲６の２、甲１７、甲Ａ２４の７、甲２４の１１の３ほか）。 

イ 本件電力受給契約では、被告神戸製鋼による毎年将来３ヶ年の停止計画の

提出と被告関西電力の承認（第５条１項）、被告関西電力による翌年度の受給

計画の通知、毎月２５日までの翌月の受給計画の通告、毎週月曜日１７時ま

での翌週の３０分ごとの受給電力量等の通告等が定められており、被告神戸

製鋼は、これに従って新設発電所を稼働させて電力を供給し、関西電力は年

間通告電力量の範囲で通告電力量を引き取り、電力量料金を支払う。また、

３０分あたりの通告電力量と、その通告電力量に対する実績受給電力量の差

が一定の値を超える場合（通告逸脱）、被告神戸製鋼は逸脱した電力量に対応
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する料金をペナルティとして支払わねばならず（第９条・第１０条）、通告逸

脱の多発は契約解除事由となる（第３２条）。逆に、被告関西電力は、年間通

告電力量が調整範囲の下限値を下回った場合は、下回った電力量に対して算

定される金額を支払わねばならない（第１１条）。 

このように、本件電力受給契約においては、被告神戸製鋼には被告関西電   

力の通告に従った発電が義務付けられ、他方、被告関西電力には、通告に基

づき発電された電力の引き取りと、契約に基づく一定量の通告が義務付けら

れている。 

  ウ さらに、被告神戸製鋼は供給設備（新設発電所）の建設・工事を行なう義

務を負い、被告関西電力はアクセス工事を行なう義務を負うが、それらが遅

延し基準日までに受給を開始できない場合については、遅延金や損害賠償金

の支払が義務付けられている（２３条・２４条）。このように、双方の工事に

ついて、その工期が損害賠償の担保のもと厳に制約されている。 

また、稼働後の供給設備の重要な変更については被告関西電力の承諾が必

要とされる（２８条２項）。 

エ なお、本件電力受給契約は、債務不履行等が無い限り任意に解約すること

ができず、双方の合意による合意解約を行おうとする場合においても、解約

する日の７年前までに解約の申し入れをしなければならず、かつ、相手方の

承諾がないと解約できない（第３４条）。 

⑶ 地球温暖化対策との関係 

ア 関西電力等大手電力会社１０社などは、２０１５年に、２０３０年度の販

売電力量のＣＯ2 排出係数を０．３７ｋｇ‐ＣＯ2／ｋWh 程度に抑える自主

目標を発表しているところ、ＣＯ2 排出係数の算定は、、外部購入電源の排出

係数も踏まえて行われる。したがって、被告関西電力のＣＯ2 排出計数につ

いては、新設発電所の新設発電所の排出係数も踏まえて行われる関係にあり、

現に、被告神戸製鋼は前年度の受給電力の二酸化炭素排出係数（実績排出係
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数）を算定根拠とデータとともに報告するものとされており、実績排出係数

が契約排出係数を超過した場合には基本料金が減額される（丙３の第１２条）。 

イ 加えて、被告神戸製鋼は、のＣＯ2 排出対策としては、関西電力において

既設火力発電所の稼働を減少させ、相生火力発電所の燃料を石油からＬＮＧ

に転換し、再生可能エネルギーの導入を増加（大半は関西電力が自ら導入し

たものではない）させることを挙げ（甲１７、甲１８）、ＣＯ2 対策は関西電

力が行う旨を述べている。 

ウ なお、被告関西電力は、電源入札にあたり、①落札者がＣＯ2 排出係数を

発電端で１ｋＷｈあたり０．５５ｋｇ₋ＣＯ2 とするか、または、②落札者が

関西電力に委ね、この場合は関西電力において安い炭素クレジット（ｋＷｈ

あたり約０．４円）を購入して充てることを前提としている（甲１０の１９

頁）。石炭火力発電所は、ＣＣＳ（ＣＯ2 固定貯留）を伴わない限り発電端の

ＣＯ2 排出係数を１ｋＷｈあたり０．５５ｋｇ以内にすることは不可能であ

り（新設発電所のＣＯ2 排出係数は発電端で１ｋＷｈあたり０．７６ｋｇ₋Ｃ

Ｏ2）。これは、ＣＯ2 排出量が非常に多い（ＣＯ2 排出係数が高い）石炭火力

を選択することを実質的に可能にしているものといえる。 

⑷ 被告関西電力と被告神戸製鋼の行為の関連共同性   

以上のことをまとめれば、新設発電所は、（ⅰ）被告関西電力の火力発電所の

老朽化等に伴う新たな火力電源の確保を目的とした入札に応じ計画・建設され

ているものであり、（ⅱ）３０年間という長期にわたり高い利用率で発電された

電力を関西電力に供給する上、（ⅲ）被告関西電力は新設発電所の建設・稼働に

おいて被告神戸製らを電力受給契約に基づき非常に強く支配している。加えて、

（ⅳ）新設発電所からのＣＯ２排出に関しては被告関西電力の排出計数の前提

となる上、被告神戸製鋼は、新設発電所のＣＯ２排出に関しては被告関西電力

が対応するものとしており、また、本件電力受給契約の前提となる被告関西電

力の火力電源入札は、実質的に落札者（＝被告神戸製鋼ら）に石炭火力発電所
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を設置することを容認する内容となっている。 

⑸ 被告関西電力の発電指示の差止義務 

以上のことから、被告関西電力は、形式的には新設発電所の建設・稼働を神

戸製鋼らに行わせているものの、これに強く関与し、実質的には新設発電所の

稼働を共同で運営し、または支配する立場にある。したがって、新設発電所か

らの大気汚染物質と大量のＣＯ2 の排出行為は、被告神戸製鋼らと被告関西電

力との共同排出行為とみなすことができ、この侵害行為を惹起する被告関西電

力の発電の指示について、被告関西電力は差止義務を負う。したがって、原告

らは、被告関西電力に対し、発電指示の差止めを請求することができる。 

２ 被告関西電力への差止請求の利益 

  被告関西電力は、被告関西電力に対する差止請求の利益がないとして争ってい

る。しかし、前記の被告神戸製鋼と被告電力との関係性、また本件電力受給契約

の存在を前提としたとき、被告関西電力が、被告神戸製鋼らに対する発電の指示

（発電量の通告）を行わなければ、新設発電所は稼働されない関係にある。なお、

違法な行為を行う者と、違法な行為を行わせる（指示する）者に対する差止請求

は別個に認容され得るから、被告神戸製鋼らに対する請求とは別途、被告関西電

力に対する請求が成り立つ。 

  また、被告関西電力は、丙３の第１３条の発電余力の活用の規定を理由に、被

告関西電電力の発電量の通告がなくとも被告神戸製鋼が新設発電所を稼働して電

力を供給できると主張するが、余力活用は、「通告電力量が当該期間の基準受給電

力を２で除した値に相当する電力量を下回る場合」に、「その差分を上限として」

行えるに過ぎない（丙３）。したがって、通常の範囲で被告関西電力からの通告を

受けている場合に比して、通告がない場合は、新設発電所を稼働して売電できる

電力量は少なくなり、通告がなされないこと（ないし減少すること）は新設発電

所の稼働を抑制するものとなる。 

以上  
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